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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（37名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 本 田 利 弘 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 山 内 いっとく （  同  ） 

７番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

８番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

９番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

10番 黒 岩 保 雄 （  同  ） 

11番 渡 辺 正 剛 （  同  ） 

13番 外 山   衛 （  同  ） 

14番 脇 谷 のりこ （未来への風） 

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

17番 重 松 幸次郎 （  同  ） 

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党） 

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

20番 武 田 浩 一 （  同  ） 

21番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

22番 内 田 理 佐 （  同  ） 

23番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

24番 川 添   博 （  同  ） 

25番 荒 神   稔 （  同  ） 

26番 福 田 新 一 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

31番 丸 山 裕次郎 （宮崎県議会自由民主党） 

32番 中 野 一 則 （ 同 ） 

33番 安 田 厚 生 （ 同 ） 

34番 坂 口 博 美 （  同  ） 

35番 山 下   寿 （  同  ） 

36番 濵 砂   守 （  同  ） 

37番 山 下 博 三 （  同  ） 

38番 二 見 康 之 （  同  ） 

39番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  川 北 正 文 

政 策 調 整 監  大 東   収 

総 務 部 長  田 中 克 尚 

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦 

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  児 玉 浩 明 

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 

会 計 管 理 者  平 山 文 春 

企 業 局 長  松 浦 直 康 

病 院 局 長   村 久 人 

財 政 課 長  池 田 幸 優 

教 育 長  吉 村 達 也 

警 察 本 部 長  平 居 秀 一 

監 査 事 務 局 長  坂 元 修 一 

人事委員会事務局長  日 髙 正 勝 

 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  川 畑 敏 彦 

事 務 局 次 長  久 保 範 通 

議 事 課 長  菊 池   博 

政 策 調 査 課 長  西久保 耕 史 

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人 

議 事 担 当 主 幹  池 田 憲 司 

議 事 課 主 任 主 事  前 鶴 彩 友 

 

 令 和 ７ 年 ６ 月 1 1 日 （ 水 曜 日 ） 
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 ◎ 一般質問 

○外山 衛議長 これより本日の会議を開きま

す。 

 本日の日程は一般質問であります。 

 ただいまから一般質問に入ります。 

 質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕 

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、武田浩一議員。 

○武田浩一議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。串間市選出の武田浩一です。今回

トップバッターで緊張しておりますが、知事を

はじめ明快な御答弁をお願いし、質問に入りま

す。 

 昨今の日本経済は、輸出の先行きは不透明な

ものの賃金上昇が消費を支え、設備投資も回復

傾向にあり、内需は底堅い動きであります。こ

うした中、物価対策や減税などの議論が活発化

しております。 

 参議院選前とあって、分配型の政策議論はや

むを得ませんが、経済の好循環の糸口が見え始

めた今こそ、目先にとらわれることなく、日本

経済の先行きを見据えた真摯な政策議論が求め

られていると考えます。 

 今取り組むべきは、人口減少が続く下でも、

経済と財政、社会保障、そして地方の持続可能

性を確保するための政策であり、財政を破綻さ

せず、増え続ける社会保障費を賄うためには、

経済成長、財政再建、社会保障、地方の持続性

確保の四位一体の改革が必要です。本県にとっ

て地方の持続性の確保、つまり地方創生2.0に

真摯に取り組むことが重要だと考えます。 

 そこで、地方創生について質問いたします。 

 私は県議会議員になり、一貫して、どうした

ら条件不利地域でも楽しく暮らしていけるかを

信条として発言し、行動してまいりました。 

 地方創生とは、東京一極集中を是正し、地方

の人口減少に歯止めをかけ、日本全体の活力を

上げることを目的とした一連の政策であると考

えます。 

2014年、第２次安倍改造内閣発足後の記者会

見で発表され、９月３日、地方創生担当大臣に

石破茂氏が就任されました。 

 2014年度の補正予算で、地方創生先行型交付

金1,700億円、地域消費喚起・生活支援型交付

金2,500億円が配分。2016年１月20日には、地

方創生に関して1,000億円の地方創生加速化交

付金など、合計で3,188億円が盛り込まれた

2015年度補正予算成立。同年３月29日にも、地

方創生加速化交付金1,000億円や総合戦略に関

する事業費として約6,579億円など、合計で１

兆5,500億円が盛り込まれた2016年度補正予算

成立等々、多額の交付金が投入されてきました

が、この10年、地方創生の成果はどうだったの

でしょうか。 

 東京一極集中、地方の人口減少、少子化、人

手不足対策等、本県や地方自治体の現状は、地

方創生ではなく地方消滅に向かっております。 

 そこで、これまでの地方創生10年の統括と、

地方創生2.0における今後の取組について、知

事に伺います。 

 以上で壇上からの質問を終わり、後は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。 

これまでの地方創生の取組の中で、本県にお

いては、特産品を生かしたフードビジネスの成

長産業化をはじめ、ユネスコエコパーク等の地

域ブランドづくりの推進、世界的レベルのス
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ポーツ合宿・大会誘致に向けたスポーツ環境の

充実、移住の増加など、一定の成果を上げてき

ているものと考えております。 

 一方で、全国的な傾向を見ますと、人口減少

や東京一極集中の流れを変えるには至っておら

ず、人手不足の進行や若者・女性の流出など、

地方の現状は厳しさを増しております。 

 このような中、国は、地方創生2.0におい

て、若者や女性を含め、誰もが幸せを実感でき

る地方の実現を目指し、都市から地方への新た

な人の流れの創出をはじめ、農林水産物や文化

芸術、観光等の高付加価値化のほか、ＡＩ・デ

ジタル等の新技術の徹底活用などに取り組むこ

ととしております。 

 私としましては、このような国の動きと軌を

一にし、「地方から我が国を元気にしていく」

との気概の下、「若者や女性にも選ばれる宮崎

づくり」に向け、引き続き、市町村や関係団

体、企業などと連携しながら、次の10年を見据

えた地方創生にしっかり取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕 

○武田浩一議員 知事の言われるとおり、この

10年、本県も地方創生に取り組み、一定の成果

が上がったのかもしれませんが、我々がイメー

ジしていた地方創生には程遠い感じがいたして

おります。 

 答弁にもあったように、人口減少や東京一極

集中の流れを変えるには至っておらず、人手不

足の進行や若者・女性の流出など、地方の現状

は厳しさを増しております。 

 知事から「地方から我が国を元気にしてい

く」との言質をいただきました。「若者や女性

にも選ばれる宮崎」、次の10年を見据えた地方

創生に期待するとともに、私も微力ながら行動

してまいります。 

 次に、東九州新幹線の整備についてです。 

 東九州新幹線は昭和48年に基本計画路線に決

定しましたが、その後、進捗も見られないまま

現在に至っております。 

 こうした中、令和５年７月に閣議決定しまし

た国土形成計画では、基本計画路線について、

地域の実情に応じた今後の方向性について調査

検討を行う方針が新たに明示され、本県でも一

昨年から県議会をはじめ、いろいろと議論が始

まったところであり、昨年度は東九州新幹線等

調査事業も実施されていますが、新幹線整備に

向けた知事の思いや取組について伺います。 

○知事（河野俊嗣君） 新幹線は、優れた時間

短縮効果や大量輸送力を持ち、大都市圏から遠

隔地にあります本県にとりまして、経済活性化

や県民の暮らしの向上に大きな効果をもたらす

ということ、また、南海トラフ地震等に備えた

代替経路の確保といった災害対策にも寄与する

ものでありまして、本県が将来にわたって発展

していく上で、重要な役割を担うものと考えて

おります。 

 私も、去年と今年と新たに新幹線が開業した

ばかりの福井や長崎を訪れる機会がありました

が、インバウンドを含めた観光誘客の効果や駅

周辺の再開発など、新幹線の開業が大きなイン

パクトを地域にもたらしている状況を目の当た

りにし、改めて整備実現に向けた思いを強くし

たところであります。 

 一方で、新幹線は国家プロジェクトでありま

して、開業までに長い期間を要することや、多

額の財政負担などの課題もありますことから、

県民の関心を高め、地方として国に向けて声を

上げ続けることが重要であると考えておりま

す。 

 このため、引き続き、本県における機運醸成
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を図っていくとともに、沿線の県や市町村との

連携を強化しながら、国への要望などに取り組

んでまいります。 

○武田浩一議員 大都市圏から遠隔地にある本

県にとって、速達性や大量輸送性に優れる新幹

線は、ビジネスや観光等、本県が将来世代にわ

たって繁栄していくために重要な交通インフラ

であります。 

 また、九州全体が新幹線でつながることによ

る経済効果は、九州地方の持続可能性を考えた

上でも重要な施策であります。 

 新幹線は国家プロジェクトであり、多額の財

政負担などの課題があることは承知しておりま

すが、九州発展のためにも九州地方知事会長の

河野知事に期待いたします。 

 次に、人口減少対策についてであります。 

 厚生労働省が今月４月に発表した人口動態統

計月報年計によりますと、日本人の出生数は、

2024年、初めて70万人を割り込み68万6,061

人、出生率も1.15で過去最低を更新。本県も、

出生数6,000人、出生率1.43と過去最低を更

新、婚姻数も3,443件と過去最低となりまし

た。 

 本県は日本一挑戦プロジェクトで、2026年度

までの目標として、合計特殊出生率1.8台、婚

姻数4,500組などを掲げ、本年度当初予算で

「子ども・若者」分野に49事業23億2,000万円

を配分し、第２子保育料の負担軽減や若者のＵ

ＩＪターン就職支援など、女性・若者支援も打

ち出していますが、残念な発表となりました。 

 そこで、地方創生を推進し、持続可能な地域

を目指す上で、人口減少問題は喫緊の課題だと

考えますが、県内の人口減少の現状と取組につ

いて、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 本県の総人口

は、今年５月１日現在の推計で約102万1,000人

となっており、自然減と社会減の同時進行によ

り、近年は年間１万人程度減少するなど、これ

まで以上に人口減少が加速する状況にありま

す。 

 今後も長期にわたって少子化・人口減少が続

く見通しの中、県としては、当面、このスピー

ドを緩やかにし、暮らしや経済への影響を最小

限にとどめる必要があると考えております。 

 このため、現在、日本一挑戦プロジェクトの

一つである子ども・若者プロジェクトでは、出

逢い・結婚や子育て支援等の充実・強化を図る

自然減対策に加え、若者・女性のキャリア形

成・創業の支援や、柔軟で多様な働き方ができ

る企業の拡大など、若者・女性の県内定着に向

けた社会減対策に全庁一丸となって取り組んで

おります。 

○武田浩一議員 先日、地元のある女性から、

出会いを仲介するマッチングアプリの利用料を

県が一部負担する事業について、「女性が結婚

を望まない理由が分かっていない」と御批判を

いただきました。「男性が家事・育児全般に対

して、基本、女性の担当であると考えており、

男性は一生懸命に手伝っているという意識があ

る。家事・育児は夫婦二人共同で取り組むもの

です。まずは、そこの意識改革の徹底なくして

婚姻数は上がりません」と言われました。 

 ６月７日の新聞に「データで読む地域再生 

家事・育児時間、男女差縮む」とあり、総務省

調査の家事関連時間は、最新の2021年で、夫が

１時間54分、妻が７時間28分、これでも2011年

から比べると60分縮まったそうです。 

 男性の家事・育児時間が長い都道府県で、１

位は奈良県で155分、本県は10位で130分と健闘

していますが、地元の女性の意見はごもっとも
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だと思います。男性の意識改革への事業も加え

ていただきますよう要望いたします。 

 次に、婚姻の促進や子育て環境の整備など

「日本一生み育てやすい県への挑戦」ととも

に、県内の自治体では移住政策に力を入れてい

ますが、本県への移住の現状について、総合政

策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 県及び市町村

が把握している県外からの移住世帯数は、令和

３年度が884世帯、令和４年度が994世帯、令和

５年度が1,877世帯となっており、近年、増加

傾向にあります。 

 このうち、令和５年度につきましては、40代

までの若い世代が約８割を占めており、移住前

の居住地は、九州・沖縄が約４割、関東が約３

割となっております。 

○武田浩一議員 次に、人口減少対策として、

社会減対策である移住者を増やす取組が重要だ

と考えますが、どのように取り組んでいくの

か、知事に伺います。 

○知事（河野俊嗣君） 私は、人口減少問題を

県政の最重要課題と位置づけて取り組んでまい

りました。自然減対策としての出会い・結婚、

子育て支援のさらなる充実と併せて、社会減対

策として、進学や就職等に伴う県外流出が著し

い若者・女性の定着や移住のさらなる促進を図

ることが極めて重要であると認識しておりま

す。 

 このため県では、多様な働き方の実現につな

がる産業の拡大、魅力ある雇用の創出、若者や

女性の活躍に向けた機運醸成などの取組に加

え、移住・定住を促進するため、移住先として

選ばれるための魅力を磨き上げ、豊かな自然や

暮らしやすさを発信してきたところでありま

す。 

 さらに、移住支援金制度については、今年度

から、より若い世代の移住を後押しするために

制度を拡充するなど、本県への新たな人の流れ

の創出に力を入れることとしております。 

 議員から御指摘がありました意識の問題も極

めて重要な課題でありまして、県を挙げてその

ような古い意識というものを変えていく取組も

必要であろうと考えております。 

 引き続き、地方創生2.0等の国の動きも踏ま

えながら、市町村や企業、関係団体等と一体と

なって、人口減少対策に全力で取り組んでまい

ります。 

○武田浩一議員 令和３年度、４年度に比べる

と、令和５年度の移住世帯数は倍増しているよ

うですし、40代までの若い世代が約８割を占め

ていると聞き、今後も期待できそうでありま

す。 

 婚姻数や出生数の増加など、人口の自然増に

つながることが望ましいと考えますが、進学や

就職等で県外流出の著しい本県では、今まで以

上に移住促進に力を入れるべきだと考えます。

年間を通して温暖で住みやすい、そして自然豊

かで、山あり、川あり、海ありの子育てには最

高の環境の宮崎だと信じております。 

 今後とも、移住支援金制度の拡充などしっか

りと取り組んでいただき、移住先に選んでいた

だける宮崎づくりに、そして人口減少対策に全

力で取り組んでいただくよう期待いたします。 

 次に、人口減少が進む中で、本県の就業人口

は2020年の54万2,000人から、2040年には41万

3,000人になると推計されております。 

 このように、人手不足が深刻化し、大きな社

会問題となっております。今でも外国人材は欠

かせない現状となっておりますが、そこで、本

県における外国人材の受入れ状況と今後の取組
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について、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 本県の外国人

労働者数は、令和６年10月末現在で8,515人と

過去最高となっていますが、国内の深刻な人手

不足を背景に、特定技能制度の対象分野の拡大

や育成就労制度の創設などにより、今後ますま

すの増加が見込まれています。 

 このような中、各産業分野において、本県で

働く魅力のＰＲやマッチング支援など、外国人

材確保の取組を進めておりますが、外国人材の

受入れ手続の煩雑さや言語への不安など、共通

の課題も抱えています。 

 このため県では、外国人材受入・定着支援セ

ンターの設置を予定しており、市町村や関係団

体と連携しながら、労働・雇用の相談に対応す

るとともに、企業の受入れ体制の構築を支援す

ることにより、本県産業を支える外国人材の受

入れ・定着を促進してまいります。 

○武田浩一議員 技能実習に代わる新たな外国

人材受入れ制度、育成就労が2027年に導入さ

れ、外国人本人の意向で職場を変えることが可

能となります。新制度導入後は、より条件のよ

い都市部への流出が懸念されます。言葉、宗

教、食文化について、職場のスタッフはもとよ

り、周辺住民の理解も重要だと考えます。そこ

も含めて、私も外国人材受入れの環境整備が喫

緊の課題であると考えます。 

本県の経済発展にも外国人材の定着は重要で

ありますので、しっかりと取り組まれるよう要

望いたします。 

 先日、総務政策常任委員会の県内調査で、日

向市役所の自治体生成ＡＩ「日向市モデル」の

取組についてお話を伺い、感銘を受けたところ

であります。 

 生成ＡＩを利用していくことで、県職員の業

務効率の向上につながるのではと考えますが、

県における生成ＡＩの活用状況と今後の展開に

ついて、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 生成ＡＩの活

用について、県では昨年度から全庁的に試行を

開始しており、文書の要約、データ分析、アイ

デア出しなどに189名の職員が利用し、約3,500

時間の業務削減につながったところでありま

す。 

 今年度につきましては、前年度の検証結果を

踏まえ、庁内での問合せの多いパソコンの使い

方や総務事務の手続等において、生成ＡＩが自

動で回答するシステムを導入するなど、多くの

職員が使いやすい環境を整備しながら、生成Ａ

Ｉの利活用を進めております。 

 生成ＡＩにつきましては、急速に技術が進歩

しており、導入可能な業務領域等も広がってお

りますので、今後とも、最新技術の動向を注視

しながら、庁内での利活用を推進し、業務の効

率化につなげてまいります。 

○武田浩一議員  民間気象会社のウェザー

ニューズが、ＡＩで労働時間に大なたを振るっ

ているそうであります。これまでは、オペレー

ション担当が１日３交代、24時間365日体制で

気象状況をモニタリングし、顧客に１日数回報

告していたが、これが一変したそうです。 

 電話報告や報告書作成の効率化など、ＡＩで

業務の一部を自動化することで月7,000時間を

削減し、2025年５月期は過去最高益の見込みだ

そうであります。今後も社員からのアイデアで

さらにＡＩ活用を加速し、本気のＡＩ改革を推

し進めるということであります。 

 日向市でも将来、業務効率化で削減してでき

た時間は、市民と接する時間等に充てたいとの

ことでありました。県庁でもさらなる利活用を
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推進して、業務削減につながった時間を、政策

立案や時間外勤務削減等、働き方改革につなげ

ていただきたいと思います。 

 次に、農業行政についてであります。毎回質

問させていただいております。 

 私の地元串間市大束は、カンショの一大産地

でありましたが、ここ数年のサツマイモ基腐病

により、作付面積、カンショ農家数とも半減し

ています。また、出荷量日本一の芋焼酎も、原

料のサツマイモ不足との声をお聞きいたしま

す。 

 そこで、サツマイモ基腐病の現状と取組、研

究成果について、農政水産部長に伺います。 

○農政水産部長（児玉憲明君） サツマイモ基

腐病の感染拡大の防止につきましては、健全な

苗の確保や圃場での感染株の抜取り、収穫後に

圃場からのつるの持ち出し・廃棄などの取組を

徹底するよう、関係団体と一体となって指導の

強化を図ってまいりました。 

 この結果、令和６年のサツマイモ基腐病の発

生面積は、作付全体の３％となる98ヘクタール

と、発生が多かった令和２年と比べて半分以下

に抑えられております。 

 研究成果につきましては、国や県において、

「べにひなた」や「みちしずく」等の病気に強

い品種を開発するとともに、防除効果の高い薬

剤の選定や散布方法の確立などの対策につな

がっております。 

今後とも、関係団体と連携し、サツマイモ基

腐病の防除対策にしっかりと取り組んでまいり

ます。 

○武田浩一議員 ただいまの答弁でも、感染防

止の取組や指導の強化を図り、令和６年度の発

生面積は、県全体では作付全体の３％と、令和

２年と比べて半分以下のようであります。 

先ほども申し上げたとおり、私の地元串間市

大束地区では、サツマイモ基腐病発生前に比べ

て、作付面積もカンショ農家数も半減した状況

です。 

残っているカンショ農家は、食用カンショ生

産に誇りを持ち、諦めることなく次世代のため

に一生懸命頑張っております。引き続き、新品

種改良や防除対策に取り組んでいただきますよ

うお願いいたします。 

 先日、こちらも総務政策常任委員会調査で、

小林市の農業法人有限会社四位農園の高原工場

に行ってまいりました。 

 食品の栽培から加工、出荷、納品に至るまで

を一貫して自社で行うことで、顧客の要望に合

わせた野菜をオーダーメードで栽培加工するな

ど、安心・安全な野菜を全国に届けているとの

ことです。お話を聞き、工場を見て感動いたし

ました。 

 しかし、県内には小さな個人農家もあります

し、移住施策として、移住者の方々に農業のす

ばらしさも知っていただきたい。 

 そこで、農業者の経営規模に応じたスマート

農業の推進が重要だと考えますが、県はどのよ

うに取り組んでいるのか、農政水産部長に伺い

ます。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 担い手が減少

する中、農業を持続的に発展させていくために

は、省力化や生産性の向上につながるスマート

農業の推進は大変重要であります。 

 このため県では、御紹介がありました四位農

園のような土地利用型農業の大規模経営体に対

しては、農地の集積・集約化により農作業の効

率化を進めるとともに、自動操舵トラクター

や、ホウレンソウ、ブロッコリーの収穫機など

のスマート農業機械の導入を支援しておりま
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す。 

 また、小規模経営体に対しては、ドローンに

よる共同防除や、大規模経営体等と連携した農

作業の分業化を進めております。 

 今後とも、経営規模に応じたスマート農業の

推進など、省力化と生産性向上に向け、市町村

や関係団体と一体となって取り組んでまいりま

す。 

○武田浩一議員 四位農園では、デジタル化・

ＤＸへの取組として、独自開発の生産管理シス

テムの構築のほか、積付けロボットなど、人手

不足解消・労働環境改善に向け、取組を進めて

います。 

 経営規模に関係なく、農業のスマート化は、

日本の、宮崎の農業を持続的に発展させていく

ためには欠かせません。日本の食料自給率

100％に向け、農業基地としての宮崎の今後に

期待いたします。 

 県内の全産業で人手不足です。農業分野にお

いては、先進的に外国人材を採用してまいりま

したが、本県農業における外国人材確保の状況

と今後の取組について、農林水産部長に伺いま

す。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県農業にお

ける外国人材の雇用者数は、令和６年10月末現

在1,172名で、年々増加しております。 

 県ではこれまで、外国人材確保のため、海外

教育機関と連携した入国前教育や公営住宅の利

用による住居確保対策等を行っており、全国に

先駆けた取組として、県内の農業経営体での活

用が進んでおります。 

 一方で、収穫時期など一時的な農繁期におけ

る人材不足への対応が課題であることから、農

繁期の異なる産地間で特定技能人材を順次活用

する産地間リレーや、外国人材の派遣資格を持

つ民間企業と連携して、必要な時期に外国人材

を派遣してもらう新たな取組を進めているとこ

ろであります。 

 引き続き、外国人材をはじめ、農業分野での

人材確保を図ってまいります。 

○武田浩一議員 次に、水産業についてであり

ます。 

 地元の沿岸漁業者からは、後継者不足や漁業

者の減少、高齢化の進行、資材等の値上がりに

よる経費の増大など、漁業を取り巻く環境は厳

しいとの声をお聞きいたします。 

 漁業は、食料の供給のみならず、家族の生活

を支え、集落や環境を保ち、大きくは国境の維

持にも貢献しています。このままでは、漁業経

営の継続を断念する人が増え、漁村地域が衰退

していくのではと危惧しております。 

 そこで、本県漁業の就業者数及び生産額の現

状、推移、今後の見通しと漁業経営の状況につ

いて、農政水産部長に伺います。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 令和５年の漁

業就業者数は1,996人で、20年前の約半数とな

るなど減少傾向が続いており、このうち、65歳

以上の割合が34％を占めていることから、今後

も就業者数の減少が見込まれております。 

 一方、令和５年の漁業生産額は436億円と、

この20年間、おおむね横ばいで推移しておりま

す。 

 これは、就業者数が減少する中ではあります

が、法人経営体の生産力向上により生産額が維

持されており、今後もこの傾向は一定程度続く

ものと考えております。 

 しかしながら、漁業経営につきましては、燃

油や資材価格の高騰など、経費の増大により厳

しい状況が続いております。 

 県といたしましては、引き続き、効果的な担
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い手の確保・育成や所得向上の取組を進めてま

いります。 

○武田浩一議員 漁業就業者を増やし、漁業経

営を継続していくためには、漁業所得を向上さ

せ、魅力ある産業とすることが重要でありま

す。 

 しかしながら、浜に行くと、せっかく漁獲さ

れた魚であっても、市場に出しても値がつかな

い魚などについては人にあげたりするなど、所

得につながらない状況を目にいたします。この

ような魚も今までと違うチャネルで販売すれ

ば、新たな収入になるのではと考えます。 

 そこで、漁業所得向上のためには、とれた魚

を無駄なく販売することが重要だと考えます

が、県の取組について、農政水産部長に伺いま

す。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県では、多

種多様な水産物が漁獲されることから、これら

を無駄なく販売するためには、市場流通を含め

た多様な販売の取組が重要となります。 

 このため、数量がそろわず市場に出回りにく

い水産物については、インターネットを介して

生産者が消費者に直接販売を行う取組が効果的

なことから、県では、必要な設備導入の支援

や、漁業者の出品サポートなどを進めておりま

す。 

 また、サメなど市場での商品価値が低い水産

物については、加工による高付加価値化や新た

な販路の開拓を支援しております。 

 今後とも、漁業現場に寄り添い、捕獲された

水産物の販売促進により、漁業所得の向上を

図ってまいります。 

○武田浩一議員 漁業者が直接消費者に販売す

る取組が進んでいるということでした。例え

ば、アプリを使って船が着く時間に消費者に来

ていただければ、浜もにぎわいますし、新しい

出会いの場にもなります。この取組に漁協にも

加わっていただき、漁業者の取組をしっかりと

支えることができれば、相乗効果で県内外から

就業する人が増えることも期待できると考えま

す。そのあたりもぜひ検討していただきますよ

う要望いたします。 

 次に、林業行政についてであります。 

 今回の補正予算で上がっている森林の集約化

モデル実証事業は、地元の串間市での事業だと

聞きました。事業の目的と取組について、環境

森林部長に伺います。 

○環境森林部長（長倉佐知子君） 今議会に補

正予算案で計上しております森林の集約化モデ

ル実証事業は、小規模・分散している森林の集

約化を促進し、効率的な林業経営と適正な森林

管理を図ることを目的として、国の補助事業を

活用し実施するものであります。 

 具体的には、串間市、南那珂森林組合、林業

経営体と県で協議会を設置し、森林施業等に係

る関係者の合意形成や森林の調査、所有者の探

索、所有権移転に関する法律相談などをモデル

的に実施して、集約化に係るノウハウの整理・

分析を行うこととしております。 

 県としましては、本事業により得られた成

果・ノウハウを県内の他の地域に広く展開しな

がら、市町村や関係機関と連携し、さらなる森

林の集約化に取り組んでまいります。 

○武田浩一議員 本県の日本一挑戦プロジェク

ト、グリーン成長プロジェクトの成果に向けて

も重要なモデル実証事業でありますので、結果

やノウハウを県全体で共有し、本県の森林・林

業の活性化につながることを期待いたします。 

 何度か県内の鳥獣被害や対策について質問し

てまいりました。鳥獣被害額については、改善
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はしてきているが、近年、横ばいの状況である

ことは理解しております。被害を受けている農

家や林家は、まだまだ納得はいっていないと思

います。 

 そこで、みやざきの狩猟を担う人材確保・育

成事業の取組状況について、環境森林部長に伺

います。 

○環境森林部長（長倉佐知子君） みやざきの

狩猟を担う人材確保・育成事業では、県民の狩

猟への関心を高めるため、免許取得の手続や、

マナー・ルールなどの狩猟に関する相談会とと

もに、ハンティング模擬体験や箱わなの実演な

どを行うイベントを開催しております。 

 また、猟友会や市町村と連携し、狩猟免許を

取得しやすい環境づくりのため、新規免許取得

希望者を対象に講習会を開催するほか、免許取

得経費の一部助成による負担軽減を図るととも

に、狩猟者の技能維持や安全確保を図るため、

射撃実習や銃の技術向上講習会を開催するな

ど、狩猟者の育成にも力を入れております。 

 今後とも、猟友会や市町村と連携しながら、

狩猟者の確保・育成に取り組んでまいります。 

○武田浩一議員 ジビエを管理し、流通させる

仕組みを確立して所得向上等が図られれば、狩

猟を担う人材確保や移住者を呼び込むことにも

つながるのではと考えますが、そこで、県産ジ

ビエの利用の現状と今後の取組について、農政

水産部長に伺います。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 県産ジビエ

は、県内外の飲食店での提供や、量販店、イン

ターネット等での販売がなされております。 

 一方で、県内で捕獲される鹿やイノシシがジ

ビエとして利用される割合は８％にとどまって

いるため、捕獲後の早期発見によるジビエ処理

加工施設への搬入頭数の増加を目指し、ＩＣＴ

を活用して、わなでの捕獲を通知するシステム

の導入を支援しております。 

 また、県内の飲食店と連携したジビエフェア

や、ジビエの機能性に着目したアスリート食の

開発など、需要拡大にも取り組んでおります。 

 今後とも、関係部局と連携し、ジビエ処理加

工施設の整備や狩猟者の確保・育成を図りなが

ら、本県の貴重な資源である県産ジビエの普及

拡大に取り組んでまいります。 

○武田浩一議員 県産ジビエの利用割合は８％

ということが分かりました。 

 以前、ジビエカーの実証実験等についても質

問してまいりました。捕獲後の早期発見による

ジビエ処理加工施設への搬入頭数の増加を目指

すそうでありますが、圧倒的に処理加工施設が

少ないのではないかと思います。 

 せっかく鳥獣被害対策で捕獲された命を無駄

なくジビエとして販売できる体制を構築できれ

ば、延岡市や高千穂町、西米良村、えびの市で

ふるさと納税として活用されているように、他

の市町村でも、ふるさと納税や道の駅等でジビ

エ商品として、宮崎の新しい魅力になるのでは

と考えますし、移住者の呼び込みにも期待でき

るのではないでしょうか。今後の取組に期待い

たします。 

 次に、教育行政についてであります。 

 最近、公立学校の教職員による不祥事や生徒

による事件が相次いでいると感じますが、それ

らに対する教育委員会の対応について、教育長

に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 教職員による子供た

ちへのわいせつ行為及び県立高校生徒による刺

傷事案により、被害に遭った子供たち、そして

その保護者の方々に対しまして、また、県民の

皆様の教育への信頼を大きく損なうことになり
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ましたことを、深くおわび申し上げます。 

 教職員の不祥事への対応としましては、緊急

校長会を開催し、改めて子供たちに対するわい

せつ行為は決してあってはならないことを伝え

た上で、全職員に対し、ＳＮＳによる子供たち

との個別連絡は原則禁止であり、懲戒処分の対

象になることの周知、チェックリストを活用し

た全職員への指導、さらに、若手職員への個別

指導を依頼しております。 

 県立高校での刺傷事案への対応としまして

は、早急に当該学校へ臨床心理士を派遣し、生

徒や教職員の心のケアに努めるとともに、各学

校に対しては、自他を尊重するための「いのち

を大切にする教育」を一層推進するよう、改め

て通知しております。 

 子供たちが安心して通える学校づくりに向

け、市町村教育委員会とも連携を図り、これま

で以上に取り組んでまいります。 

○武田浩一議員 教職員による生徒児童に対す

るわいせつ行為、県立高校生徒による刺傷事

案、県内で５月、大麻を所持した疑いや譲り渡

した疑いで逮捕など、教育現場環境が心配で

す。教育委員会や教育現場だけの問題なのか、

本県、いや日本全体、我々大人社会に問題があ

るのか、考えさせられる日々であります。しか

しながら、今起きている現状から目をそらすわ

けにはまいりません。 

 文科省の全国調査によると、2023年度に性犯

罪・性暴力などで懲戒処分や訓告を受けた教職

員数は320人で過去最高、うち児童生徒への行

為は157人。国のこども性暴力防止法が26年度

にスタートいたします。子供たちに対する性犯

罪・性暴力に歯止めがかからない深刻な状況に

対して、我々大人一人一人の「子供への性犯罪

は決して許さない」という姿勢がこの国をよく

していくと信じています。 

 次に、本県の出生数が6,000人と過去最低、

特に中山間地域では、予想を大きく超える出生

数の減少が危惧されております。 

 そのような中で、県教育委員会や各市・町も

県立高校存続に力を注いでいただいております

が、中山間地域の持続可能な県立高校の取組に

ついて、教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 少子化により学校の

小規模化が進む中でも、中山間地域における学

びの機会を将来にわたり維持し、地域の持続的

成長を支える人材を育成することは、県立高校

の重要な役割であると考えております。 

 現在、例えば福島高校では、連携型中高一貫

教育による郷土学習の展開、また、飯野高校と

高千穂高校では、全国募集による生徒の受入れ

や地元コーディネーターを活用した地域課題の

解決など、それぞれ地元自治体と連携した特色

づくりに取り組んでおります。 

 教育委員会では、ＩＣＴを活用した遠隔授業

による多様な学びのさらなる充実や、地域と一

体となって学校運営を進めていくコミュニ

ティ・スクールの推進等により、中山間地域の

持続可能な教育活動の支援を進めてまいりま

す。 

○武田浩一議員 令和７年３月に改定された宮

崎県立高等学校教育整備基本方針は令和10年度

までであります。出生数の減少は、令和11年度

から始まる次の方針に大きな影響があるのでは

と危惧しています。 

 ただいま答弁いただいた取組や全国募集によ

る生徒受入れなどを他校にも広げていただくこ

と、また、県立高等学校の経営に関しては、長

期的な展望も含め、教育委員会や学校長だけで

はなく、経営感覚に優れた外部有識者の活用も
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視野に入れていただきますよう要望いたしま

す。 

 次に、医療行政についてであります。 

 今回の補正予算で医療施設等経営強化緊急支

援事業が出されていますが、その概要につい

て、福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 本議会の補正

予算案に計上しております医療施設等経営強化

緊急支援事業は、物価高騰や人材確保等の様々

な問題に直面している医療機関等を支援し、地

域に必要な医療提供体制を確保することを目的

としております。 

 具体的には、業務の効率化や職員の処遇改善

等を進める医療機関等や、地域の小児医療の拠

点となる医療機関に対し、給付金を支給するこ

ととしており、これらは公立医療機関も対象と

なります。 

 そのほか、医療需要の急変を受けて病床数の

適正化を行う医療機関や、急激に分娩数が減少

している産科医療機関などに対しても給付金等

を支給し、厳しい現状にある医療機関等を支援

することとしております。 

○武田浩一議員 自治体から繰出金により措置

されている公立医療機関や、他の国庫補助金に

より措置されている産科医療機関など、今回の

支援事業の対象になっていないところもあるよ

うですが、本県で経営状況の急変等に直面して

いる多くの医療機関等へ財政支援を行い、地域

に必要な医療体制の確保を期待いたします。 

 昨年度末に串間市民病院の医師が大量退職さ

れるのではとの話があり、串間市民の皆様方に

大変心配をかけました。結果、12名から３名減

の９名体制で、４月からの運営となりました。

現在、24時間の救急患者の受入れを何とか維持

していると聞いております。 

 そこで、県南地域の医師の状況と医師確保対

策について、福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 最新の統計で

の日南串間医療圏の医師数は173人であり、国

の医師偏在指標においては、医師少数区域とは

されておりませんが、地域の状況等から、医師

の確保が必要な地域であると認識しておりま

す。 

 このため県では、医師修学資金貸与者等に適

用されるキャリア形成プログラムにおいて、医

師の配置先に日南串間医療圏を含めるなど、他

の医師少数区域と同様の医師確保・偏在対策を

行っているところです。 

 地域の医療提供体制の維持・確保は地域住民

にとって必要不可欠でありますことから、引き

続き、市町村、宮崎大学などの関係機関と連携

し、必要な医師の確保に取り組んでまいりま

す。 

○武田浩一議員 先ほども申しましたように、

串間市民病院では昨年度末から３名減ですの

で、よろしくお願いいたしておきます。 

 社会保障改革を協議してきた自民、公明両党

と日本維新の会は、５月29日、社会保険料など

国民負担の軽減に向けた合意文書をまとめまし

た。その中で、一般病床など計11万床が人口減

少で不要になると推計し、医療ニーズなどの地

域事情を調査した上で削減を進めると明記して

おります。 

 医療費削減や効率化は、国の財政改革として

は大事ですが、効率化や削減ばかりでは、九州

唯一の医師少数都道府県である本県の医療体制

は守れないと考えます。 

 そこで、県民が安心できる持続可能な医療提

供体制を構築する必要があると考えますが、県

の考えを福祉保健部長に伺います。 
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○福祉保健部長（小牧直裕君） 人口減少や高

齢化の進行に伴う医療需要の変化をはじめ、昨

今の物価高騰や人材確保など、医療機関を取り

巻く環境は大変厳しい状況にあると認識してお

ります。 

 このような中、地域医療の持続可能性を高め

ていくためには、限られた医療資源を有効活用

する視点に立ち、公立病院などを核とした医療

機関同士の機能分化・連携の強化や、デジタル

技術の活用による生産性向上など、将来を見据

えた取組がますます重要になると考えておりま

す。 

 このため県では、物価高騰など喫緊の課題へ

の対応に合わせ、不足する医療機能や医療需要

の変化など、地域の実情に応じた中長期的な議

論を促しながら、持続可能な医療提供体制の構

築につなげてまいります。 

○武田浩一議員 少子化対策、移住促進対策の

面からも、教育と並んで、国民誰もがどこにい

ても同じ医療が受けられることを保証できるか

が宮崎県の生命線だと思いますので、よろしく

お願いいたしておきます。 

 次に、防災・減災対策についてであります。 

 昨年８月８日に、日向灘を震源とするマグニ

チュード7.1の地震が発生しました。心配され

る南海トラフ地震がいつ起こるとも分からない

状況であります。 

 そこで、津波発生時の高齢者や障がい者など

の要支援者の避難対策について、どのように取

り組んでいるのか、危機管理統括監に伺いま

す。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 津波から逃

げ遅れる人をなくすためには、自力で避難でき

ない要支援者の避難対策を、地域の実情に応じ

て、あらかじめ講じておくことが重要でありま

す。 

 そのため、市町村において、要支援者一人一

人の状況に応じた個別避難計画の策定を進めて

おり、県としても、国の支援事業を活用し、先

進自治体からの講師派遣や、担当者向け研修会

を開催するなど、早期策定のための支援を強化

しているところです。 

 また、昨年は、県の総合防災訓練に合わせ

て、要支援者の避難訓練・避難計画の検証を

行ったところであり、引き続き、市町村や関係

機関と連携しながら、要支援者の避難対策に取

り組んでまいります。 

○武田浩一議員 昨年８月８日の地震は衝撃で

した。基本的には車ではなく徒歩での避難です

が、各地で車の渋滞が発生したと地域の方から

情報提供がありました。また、午後４時43分頃

の発生ということで、要支援者を支援いただく

方々がどこにいらっしゃったのか、無事に避難

できたのか、きめ細かい総括が必要だと思いま

した。 

 市町村において、要支援者一人一人の状況に

応じた個別避難計画の策定が進んでいるようで

あります。自力で避難できない方々を近隣の住

人に支援していただくことは尊いことだと思い

ますが、それぞれが生活を営んでいる中で、本

当に実効性のある避難計画が策定できるのかが

問われております。大変難しいことだと理解し

ておりますが、市町村に寄り添いながら計画の

策定の後押しをお願いいたします。 

 先月、県は、災害ボランティア推進会議を県

庁で初開催されましたが、災害時のボランティ

ア活動を円滑に進めていくための体制整備に向

けた取組について、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 災害時におい

て円滑な被災者支援を行っていくためには、
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県・市町村や社会福祉協議会、ＮＰＯなどが連

携して、情報の共有やボランティアの受入れ、

活動調整等を行う体制づくりが重要でありま

す。 

 このため県では、本年度からの取組として、

市町村内における関係団体相互の連携強化の促

進に加え、災害ボランティアを担う人材の育成

などの取組に対して、アドバイスや助成を行っ

ております。あわせて、広域的な視点から、災

害時における県内外からの支援団体の受入れ・

調整を行う災害中間支援組織の活動への支援を

強化してまいります。 

 今後とも、平時から顔の見える関係を維持し

ながら、あらゆる関係機関が災害時に円滑に活

動できるよう、連携体制の構築やその充実に取

り組んでまいります。 

○武田浩一議員 災害が起こったら、まずは避

難することが大事であります。その徹底が本当

に大事だと考えております。その後、現場の市

町村を広域的な視点から支援する、災害中間支

援組織が重要だと考えます。よろしくお願いい

たします。 

 最後の質問となりました。商工会の在り方に

ついてであります。 

 先日、自民党の商工会活性化懇談会で、県商

工会連合会との意見交換を行いました。地域唯

一の総合経済団体として、持続可能な地域振興

に貢献していきたいとの熱い思いを伺いまし

た。 

 県内の商工会に求められるニーズや役割が多

様化する中で、商工会に対し県としてどのよう

な支援を行っているのか、商工観光労働部長に

伺います。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 商工会

は、地域経済を支える中小企業、小規模事業者

の身近な支援機関であると同時に、地域振興の

担い手など様々な役割を担っており、地域に

とって欠くことのできない存在であると認識し

ております。 

 このため県では、商工会に対し、事務局長や

経営指導員の設置に要する経費等について支援

を行うとともに、事務局長の設置基準を満たさ

ない商工会については、市町村と連携し、コー

ディネーターを配置することにより、事務局体

制の維持・充実を図っております。 

 なお、県では現在、関係機関と連携し、今後

の商工会の在り方等を検討しているところであ

りますが、引き続き、商工会がその機能を十分

発揮できるよう、必要な支援に取り組んでまい

ります。 

○武田浩一議員 長崎県では、商工会議所や商

工会で、小規模事業者を支援する経営指導員を

20年ぶりに増員、長崎県が人件費を補助する経

営指導員の定数は、2004年度比で４割減、物価

高や事業承継など小規模事業者をめぐる課題が

山積する中、支援体制を強化するそうでありま

す。 

 本県では、令和５年度から７年度までの３年

間で、商工会のあり方等検討協議会を設置し、

検討しているということであります。 

 答弁いただいたコーディネーター配置は、商

工会の皆様から大変好評いただいている予算で

ありますが、令和７年度までの事業でありま

す。来年度以降も地域振興の担い手である商工

会に必要な支援を私からも要望いたします。 

 今回は、根底に地方創生とは何か、これから

も少子化と人口減少が続く中でも、地方で暮ら

す私たちが手を取り合って幸せに生きていくに

はどうしたらいいのか、そして、次世代に持続

可能な地域を残していけるのか、自問しながら
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質問させていただきました。 

 河野知事も県職員の皆さんも県民のために一

生懸命に取り組んでいらっしゃるでしょうし、

我々県議会議員もそれぞれの立場で一生懸命に

取り組んでいると確信していますが、何が正解

かは今はまだ分かりません。 

失われた30年とよく言われますが、諸行無

常、私もこの世は常に変化していると思いま

す。 

我々日本人は、ジャパン・アズ・ナンバーワ

ン、昭和の成功体験を捨て、2025年、新しい価

値観に変わるときに来ていると感じます。私も

日々、トライ・アンド・エラーを繰り返しなが

ら変化を楽しみたいと思います。地球と共生し

ながら持続可能な地域を目指してまいりましょ

う。日々これ好日、ありがとうございました。

（拍手） 

○外山 衛議長 次は、川添博議員。 

○川添 博議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。自由民主党の川添博でございます。

質問の機会を与えていただき、関係各位に感謝

を申し上げるとともに、傍聴に多数おいでいた

だき、感謝を重ねて申し上げます。 

 さて、６月３日に読売巨人軍終身名誉監督の

長嶋茂雄氏が逝去されました。長嶋氏は、選手

として、また監督として、宮崎キャンプでは幾

度となく本県を訪れており、本県のスポーツ観

光行政に多大な功績を残された方でございま

す。心からの感謝と御冥福をお祈り申し上げる

次第であります。 

 実は、私と長嶋監督には少し接点がございま

す。それは、私が木花中学校の野球部に在籍し

ていた頃の話であります。今でいうひむかスタ

ジアムにおいて、地元中学校の野球部の生徒た

ちを集めて行われた、巨人軍の野球教室であり

ました。 

 王選手や堀内選手など一軍のそうそうたる顔

ぶれがそろう中で、監督になったばかりの長嶋

監督から、内野の守備やバッティングの指導を

受けたことを今も覚えております。「もっと強

く振れ、振って振って振りまくれ」とか「チャ

レンジ、チャレンジだぞ」と言われた記憶があ

ります。偉大な野球人から奥深い指導を受けた

ことは、私にとって大切な思い出であります。 

 しかしながら、現在の県議会の議員野球にお

いては、私個人としては結果があまり振るわな

いことについては、じくじたる思いでありま

す。今後、努力を重ねてまいりたいと思いま

す。 

 さて、今年の３月に、私の地元である木花の

鏡洲地区において林野火災が起きました。実

は、私の自宅から現場までは車で10分もかから

ない場所であります。その現場に隣接している

鏡洲小学校や塩鶴集落に、あわや火の手が燃え

広がる寸前で消し止められた林野火災でござい

ました。 

 その鎮火できた要因は、陸上自衛隊第８師

団、本県の危機管理局、宮崎市消防局、地元の

消防団、警察、地域センターなどが一つのチー

ムとなって結集し、成し遂げられた危機管理対

応であったと思います。 

 悲惨な大災害を何とか免れた、今回の林野火

災のてんまつをお話ししたいと思います。 

 令和７年３月25日、推定では午前11時過ぎに

鏡洲地区の林野火災が発生しました。地元の消

防局に電話で「山が燃えている」と通報があり

ました。 

 午前11時45分に、木花地区消防団の浅部分団

長をはじめとして、赤江、清武、そして青島、

田野、それぞれの分団に出動要請がかかり、今
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回の林野火災を覚知して約30分後の午後12時15

分には、宮崎市消防局が火災現場の状況を確認

した上で、宮崎県に空中消火を要請しました。 

 また同時に、危機管理局より、熊本県にある

陸上自衛隊第８師団へ、林野火災の発生の報告

と空中消火の出動の要請を電話で事前に協議し

ました。 

 そして、午後１時45分に、宮崎市消防局によ

る火災現場の状況確認の上、本県の危機管理局

へ自衛隊の出動要請を依頼しました。 

 同時刻に、情報連絡本部から災害警戒本部に

引き上げ、午後２時30分に、河野知事が陸上自

衛隊第８師団へ、空中消火のため正式に出動要

請をいたしました。 

 午後４時15分に、第８師団に所属する第８飛

行隊の延べ約80名の隊員が、大型ヘリ「チヌー

ク」２機、そして中型ヘリ２機、偵察機２機で

順次到着。火災を覚知して何と約４時間で自衛

隊が駆けつけたわけであります。田野運動公園

をヘリの駐機場とし、天神ダムを給水場所とし

て消火活動が開始されました。その後、第43普

通科連隊も駐機場に合流いたしました。 

 陸から消火活動を行う消防局と消防団は、延

べ約315名が動員され、約30台の消防車が集結

しました。消防団が北側と南側から急峻な坂を

よじ登って、約140本のホースと８基の移動ポ

ンプをつなぎ合わせての熾烈な消火活動であり

ました。 

 そして同時刻に、鏡洲地区の住民70世帯に避

難指示が発令されました。当日の夜は、闇夜に

巨大な炎が立ち上がり、とても恐ろしい光景を

見ながら、約100人近い住民が近くの避難所で

立ちすくみ、また車の中から見守りました。 

 避難所は木花地区交流センターと鏡洲自治公

民館に設けられ、合計23名が避難しました。そ

れ以外の方は、車の中で一夜を明かしました。

翌朝、夜が明けた午前７時より、空中と陸上消

火により、おおむね午後６時30分頃に火災を鎮

圧いたしました。 

 こうやって時系列で振り返ってみますと、住

宅や小学校の建物や人的な被害を免れて、２日

間で林野火災を鎮圧できた要因のポイントがあ

ります。それは、火災の発生を覚知して２時間

後に、市消防局から危機管理局に自衛隊の出動

要請が行われたわけですが、実はその１時間半

前には、危機管理局は既に先回りをして、第８

師団に出動要請の協議をしていたことでありま

す。 

 当日は、岩手県大船渡や愛媛県今治市などで

同時進行で林野火災が起きており、住宅や人命

の被害も出ておりました。したがって、危機感

が高まっていた中で、「危機管理局からの迅速

な連絡により、自衛隊のスムーズな出動準備を

整えることができました」と第８飛行隊の隊長

からお話を伺いました。連絡が数時間遅れれ

ば、延焼範囲が広がり、悲惨な大災害につな

がった可能性もあります。 

 こういった大災害の危機管理対応の局面で

は、いかに現場で迅速な判断と行動をするかが

生死を分けることになると感じました。 

 この木花地区鏡洲集落の林野火災についての

知事の総括的な所見を伺います。 

 以下の質問は質問者席にて行います。（拍手）

〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。 

 御指摘のとおり、当時、岩手や岡山、愛媛な

どで林野火災が発生し、なかなか鎮圧ができな

い、そういう状況の中で県内における林野火災

の発生、強い危機感を持って発災後直ちに災害
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警戒本部を立ち上げ、火災状況の把握や各関係

機関と情報共有を図ってまいりました。 

 また、今御紹介いただきましたとおり、私も

第８師団長に直接電話で災害派遣を要請するな

ど、自衛隊や他県の防災消防ヘリへ派遣要請を

速やかに行い、早期に空中消火を実施したとこ

ろであります。 

 また、宮崎市消防局及び周辺地域の消防団

は、早期に部隊を編成し、建物への被害防止を

重点に消火活動を行い、特に消防団にあって

は、急峻な山林で水利が限定され消火活動が困

難な中、多数の小型ポンプを搬送し、ホースを

延長して水利を確保するとともに、深夜にわた

る警戒活動や徹底した残火処理によりまして、

人的被害、建物被害を防いでいただいたと考え

ております。 

 宮崎市消防局や消防団をはじめ、自衛隊など

関係機関の皆様の迅速かつ的確な活動により、

早期の鎮火に至ったものであり、心から感謝を

申し上げます。 

 先日、消防庁長官と各地における林野火災に

ついて意見交換を行いました。国会でも様々な

議論がなされているということでありますが、

林野火災を早期に鎮圧する技術的なものについ

ては、様々な課題があるということでありまし

て、今回、本県においてはしっかりと対応がで

きたものと考えておりますが、これで気を緩め

ることなく、次に向けた備えというものも重要

であろうと考えております。 

 今後も、林野火災を含め災害が発生した場合

には、迅速な応急対応が行えるよう、日頃から

各関係機関と連携を図りながら適切に対応して

まいります。以上であります。〔降壇〕 

○川添 博議員 御答弁ありがとうございま

す。改めて、陸上自衛隊第８師団、市消防局、

消防団、危機管理局をはじめとして、全ての関

係者の方に敬意を表するとともに、心から感謝

を申し上げます。本当にありがとうございまし

た。 

 今回の林野火災では、20ヘクタールの人工林

が焼けました。山林の燃えた樹木の損失補償は

どうなっているのでしょうか。 

 森林所有者は何人に上るのか、また今回の事

案と県全体の森林保険の加入状況を、環境森林

部長に伺います。 

○環境森林部長（長倉佐知子君） 関係機関へ

の聞き取りによりますと、３月の宮崎市鏡洲の

林野火災において、被害に遭われた森林所有者

数は23名で、被害面積は20数ヘクタールであ

り、そのうち６名の約５ヘクタールが森林保険

に加入していると伺っております。 

 森林保険は、森林保険法に基づく公的保険

で、対象となる人工林が火災や気象災害により

被害を受けた場合に、その損害を補償する制度

となっており、森林所有者が自ら災害に備える

唯一のセーフティーネットであります。 

 県内における森林保険の加入面積は、令和５

年度末で約４万1,000ヘクタールであり、人工

林に占める割合は約18％となっております。 

○川添 博議員 ありがとうございます。森林

保険の加入率は18％ということであります。 

 ところで、そもそもどうやって発災したの

か、この火災の火元の原因は分かっているので

しょうか。警察での捜査状況について、警察本

部長に伺います。 

○警察本部長（平居秀一君） 本年３月に宮崎

市鏡洲で発生した森林火災につきましては、発

生地を管轄する宮崎南警察署を中心に捜査を

行っております。捜査状況に関する回答は差し

控えさせていただきます。 
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 警察といたしましては、法と証拠に基づき、

厳正に捜査を行っております。 

○川添 博議員 ありがとうございます。焼失

範囲がかなり広範囲であることから、なかなか

特定も難しい面があると思いますが、厳正な捜

査を進めていただきたく存じます。 

 今回の鎮火活動には消防団の功績も大変大き

かったと思いますが、一方で、各地の消防団の

団員数は定員割れが課題となっております。 

 そこで、本県の消防団の団員数と定員の充足

率について、危機管理統括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 令和７年４

月１日時点での本県における消防団員数は１万

2,992人であり、10年前の平成27年と比べ約

1,800人、約12％の減少となっております。 

 各市町村の条例で定める定員数に対する充足

率は86.4％であり、平成27年と比べ6.3ポイン

トの減少となっております。 

○川添 博議員 ありがとうございます。充足

率が86.4％ということであります。 

 それでは、県職員の方の消防団の加入数が分

かれば、危機管理統括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 消防庁が市

町村を対象として実施している「消防団の組織

概要等に関する調査」によりますと、消防団へ

加入している県職員は、令和７年４月１日時点

で51名となっております。 

○川添 博議員 県職員で消防団に加入してい

る人数は51人ということであります。地域との

つながりをつくる意味でも、改めて防災の意識

を高める意味でも、県職員の加入を増やすべき

だと思います。 

 また、消防団の活動経費が厳しい中で、整備

費補助等の県からの支援について、危機管理統

括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 消防団は、

地域防災の要であり、その体制強化を図ること

は重要であると考えております。 

 このため県では、軽量化されたホースや小型

動力ポンプ、安全靴等の資機材の整備や団員の

研修費用等を支援しております。 

 また、消防団活動をＰＲする動画の作成や加

入促進のリーフレットの配布により、消防団の

重要性や魅力をアピールするとともに、企業訪

問により、消防団活動に対する協力を求めてお

ります。 

 今後とも、市町村と連携しながら、消防団の

活動に必要な資機材の整備や団員の確保などの

消防力強化のための支援に取り組んでまいりま

す。 

○川添 博議員 ありがとうございます。老朽

化している消防小屋の建て替えや備品の整備な

どで要望を受けることが多いです。また、消防

団員相互の懇親会費や意見交換会の経費などに

ついても、市町村と連携して、今後、必要性を

検討していただくよう要望しておきます。 

 次に、南海トラフ地震対策に話題を移しま

す。 

 昨年８月の日向灘沖を震源とする地震の際の

県民の避難行動について伺います。 

 地震直後に宮崎市内では大渋滞が発生いたし

ました。これは警察の調査により発生箇所が特

定されております。その渋滞が、実はハザード

マップ上の浸水エリアで起きていることが分か

りました。 

 防災マニュアルでは、地震発生直後は、津波

を想定して近隣の高い場所、すなわち一次避難

場所へ避難し、しばらく余震や津波の情報など

を確認して、命の危険のある大災害がないこと

を十分に確認してから移動することになってお
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ります。 

 しかしながら、県民の多くは、勤務先にいた

方は自宅を心配し、また自宅にいる方は職場を

心配して、発災直後に車を運転しています。そ

して大渋滞に巻き込まれてしまいました。この

膠着状態になって動けなくなることを「グリッ

ドロック」と言います。また、発災直後に子供

や親などの家族を救出に向かうこと、また忘れ

物を取りにハザードマップ上の危険な浸水エリ

アに戻ることを「ピックアップ行動」と言いま

す。東日本大震災においては、このグリッド

ロックやピックアップ行動など間違った避難行

動により、多くの死者を出したと言われており

ます。 

 大規模災害を想定した、自治会などの自主防

災組織の防災訓練の実施状況について、危機管

理統括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 自主防災組

織は、地域住民が「自分たちの地域は自分たち

で守る」という共助の意識に基づき、自主的に

結成するもので、防災知識の普及・啓発や災害

時を想定した避難訓練、避難所運営訓練などの

防災活動に取り組んでおります。 

 昨年度、県内2,235の自主防災組織で行われ

た防災訓練は、消防庁統計の速報値によれば

963回となっており、前年度と比べると約３割

の増加となっております。 

○川添 博議員 増加傾向にあるとの答弁です

が、実際のところ、各地域の自治会や自主防災

組織においては、高齢化等により、避難訓練や

防災訓練の実施そのものが難しくなっているよ

うです。 

 今回の教訓を生かして、県民へ正しい避難行

動の周知徹底を行っていく必要があると考えま

すが、改めて県の認識と取組について、危機管

理統括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 津波による

人的被害をなくすためには、県民一人一人が日

頃からハザードマップなどで自宅等の災害リス

クや避難経路を確認するとともに、遠くよりも

高くに、徒歩避難の原則などの正しい知識と方

法で、迅速かつ確実に避難することが大変重要

であります。 

 このため県では、事前の備えや災害時に取る

べき行動をホームページやＳＮＳ等で周知し、

避難意識の向上を図るとともに、実際の避難行

動につなげていくため、市町村等とも連携し、

自主防災組織が行う避難訓練への支援や、県総

合防災訓練において、地域住民参加型の避難訓

練なども実施しているところです。 

 県としましては、今後とも、市町村や関係機

関と連携しながら、正しい避難行動の周知徹底

に努めてまいります。 

○川添 博議員 ありがとうございます。南海

トラフ地震においては、海底でのＮ－ｎｅｔが

いよいよ装備されて、津波探知が最大で約20分

早くなると言われております。 

 また、避難タワーや避難ビルの指定、早期避

難率の向上、住宅の耐震化の伸びにより、県は

想定される死者数が３万5,000人から１万5,000

人に減少したとしています。しかしながら、グ

リッドロックやピックアップ行動など、誤った

避難行動を多くの県民が取っていることも明ら

かであります。したがって、１万5,000人の死

者数というのは、絵に描いた餅であり、机上の

空論と言わざるを得ません。 

 統括監、ぜひとも今後、県が旗振り役とし

て、市町村とも連携しながら、正しい避難の実

施を確実に行っていくために、避難訓練に対す

る支援の拡充など、新しいフェーズでの事業を
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展開していただくよう切に要望いたします。よ

ろしくお願いいたします。 

 次に、能登半島地震では、多くの道路の寸断

などで医療施設への搬送が困難になるなど、医

療的ケアが機能不全になりました。そんな中、

被災地に複数のコンテナを設置して移動クリ

ニックを開設した事例がございます。 

 南海トラフにおいては、広域での大災害とな

り、自衛隊の救出班の搬送がままならないこと

が予想されます。この医療コンテナでは、ＣＴ

を撮ったり緊急手術を行うこともできます。他

県の事例で言いますと、高知県では、この医療

コンテナを災害時に導入する災害協定を締結す

る準備をしていると聞いております。 

 今後、本県でも検討に値すると考えますが、

医療コンテナの活用についての県の考えを福祉

保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 災害時におい

て医療提供体制を維持することは、住民の生命

と健康を守る上で極めて重要であると考えてお

ります。 

 その対策の一つとして、被災した医療施設を

補完する医療コンテナについては、国も活用を

促進しており、先般の能登半島地震において

は、救護所として活用されたと伺っておりま

す。 

 一方で、医療コンテナの活用には、導入や維

持に係る費用、運用に当たっての医療従事者や

設置場所の確保などの課題がありますことか

ら、国の動きを注視しますとともに、まずは、

他の自治体における連携協定や活用事例などの

情報収集に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

○川添 博議員 ありがとうございます。国も

来年の防災庁の設置を踏まえて、大規模災害対

策として予算増を準備しているようです。ぜひ

御検討をお願いいたします。 

 さて、宮崎空港の横を走る南バイパス沿いの

蠣原川下流の樋門の湧水問題について伺いま

す。 

 この樋門周辺の川底に水みちがあるようで、

樋門上流の蠣原川で水が湧き出る状態となって

おります。数年前はまだ小さかった水みちが

年々大きくなってきていると思われ、満潮時に

は海水が入り込んで、樋門の機能が低下してい

るのではないかと大変心配しているところであ

ります。地元からも要望が上がっております。 

 現在、抜本的な改修も視野に現状の調査をし

ていただいておりますが、万が一、この樋門が

崩壊して堤防が決壊するようなことがあれば、

隣接する蠣原川の湛水防除のポンプ施設も崩壊

し、近接する松崎集落が水没するおそれすらあ

ります。 

 この樋門は、防災上の観点から重要な役割を

担っていると思います。抜本的な改修が必要と

考えます。今後の取組について、一歩踏み込ん

だ御答弁を県土整備部長にお願いいたします。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 蠣原川と清武

川の合流部に位置する郡司分２号樋門周辺で

は、昨年８月の台風第10号による洪水時に、樋

門の上流側で川底から水が噴き出る現象が見ら

れたところです。 

 今年３月に、地元関係者と合同で樋門周辺の

現地調査を実施した結果、複数の湧水箇所が確

認されたため、速やかに応急対策を講じること

としております。 

 また、この樋門は、地震津波対策が必要な施

設でもありますことから、耐震化についても、

今年度、地質調査や設計検討を実施することと

し、湧水への対策を含めた抜本的な施設の改修
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に取り組んでまいります。 

○川添 博議員 施設の抜本的な改修というこ

とで、大変前向きな御答弁をありがとうござい

ます。感謝申し上げます。ぜひとも改修事業に

着手していただくよう要望いたします。 

 さて、話題を替えまして、お隣の木崎浜ビー

チに続くアクセス道路の改善についてでありま

す。 

 申し上げるまでもなく、木崎浜ビーチは、

サーフィンの世界大会も行われる日本国内有数

のサーフィンスポットであり、「スポーツラン

ドみやざき」の玄関口と言ってもよいほどの最

高のロケーションであります。 

 そこで、国道から木崎浜ビーチへ接続する道

路の改修であります。今回整備に着手していた

だくことになりました。長年の悲願であった接

続道路の改修事業が動き出したことに、心から

感謝を申し上げます。また、道路改修後は市道

認定されて管理されるとのことであります。 

この木崎浜ビーチの接続道路改修事業への取

組について、改めて商工観光労働部長に伺いま

す。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 木崎浜

は、県内外から多くのサーフィン愛好者が訪れ

る国内屈指のサーフスポットでありますが、南

北に位置するアクセス道路は狭く、車両の離合

が困難であることなど、その改善が大きな課題

であります。 

 このため県におきましては、今回の補正予算

案で計上しております木崎浜海岸サーフィン環

境整備事業により、令和７年度から令和９年度

にかけて、宮崎市などと連携しながら、アクセ

ス道路の拡幅とともに、駐車場の整備などの

サーフィン環境整備に取り組むこととしており

ます。 

 これらの取組を行うことで、さらなるサー

フィンでの誘客や大規模大会の誘致につなげ、

「サーフィンの聖地みやざき」のブランド力の

向上を図ってまいります。 

○川添 博議員 ありがとうございます。ぜひ

スピード感を持って前向きに取り組んでいただ

くよう要望いたします。 

 ただし近年、この道路両脇に雑木が自生して

おりまして、だんだん巨木化してきておりま

す。台風等の強風によっては樹木が揺さぶら

れ、堤防に亀裂が入り、損壊の危険がございま

す。堤防が決壊するようなことになれば、近隣

の集落も水没することになります。ぜひ防災の

観点からも、雑木である樹木の伐採もお願いし

たいと思います。伐採された樹木は木質バイオ

マス発電に利用していただければ幸いです。 

 次に、スポーツ観光行政について伺います。 

 本県は、昨年度から、スポーツ観光プロジェ

クトにおいて、プロチームキャンプ数日本一を

目指して取り組んでおり、令和８年度に43チー

ムの受入れ目標を掲げております。令和６年度

の実績で34チームとなっておりますが、依然と

して沖縄県に及ばない状況であります。 

 現状、読売巨人軍の春季キャンプの後半は沖

縄県で実施されており、長嶋終身名誉監督がお

亡くなりになったことに伴い、巨人軍のキャン

プが本県から離れてしまうのではないかと危惧

しているところでございます。 

 そこで、読売巨人軍宮崎キャンプの定着に向

けてどのように取り組んでいくのか、知事に伺

います。 

○知事（河野俊嗣君） 長嶋茂雄氏の訃報に際

し、本県に多大なる御貢献を賜りましたことに

ついて、改めて心からの感謝と哀悼の意を表す

るものであります。 
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 本県における巨人軍の春季キャンプは、長嶋

氏が入団された翌年、1959年からスタートして

おり、長年にわたり、本県の知名度やキャンプ

地としてのブランド力のアップとか、誘客を通

じた経済の活性化に大きく貢献していただいて

いるものと考えておりまして、今やスポーツ環

境日本一を目指していこうと取り組んでおりま

す本県の「スポーツランドみやざき」の礎と

なっているものと考えております。 

 キャンプ地としましては、引き続き充実した

キャンプを行っていただけるように、チームの

要望やニーズを踏まえて受入れ体制を整えてい

くことは、とても重要な課題だと考えておりま

して、これまでも宮崎市等と連携し、屋内型ブ

ルペンの整備や木の花ドームの人工芝の高品質

化などに取り組み、今年度は、ひむかスタジア

ムの両翼拡張工事などの受入れ環境の充実に努

めることとしております。 

 県としましては、長年にわたるキャンプ受入

れで培われたノウハウとか信頼関係を大切にし

ながら、今後も本県でのキャンプが継続されま

すよう、球団からの御意見をいただきながら、

選手や観客が利用しやすい環境づくりを推進し

てまいります。 

○川添 博議員 御答弁ありがとうございま

す。巨人軍球団とのコミュニケーションを知事

自ら取っていただき、現状を維持して、さらに

関係性を高めていただきたいと存じます。 

 さて、今月末に、県議会台湾友好議員連盟と

して、台中市の宮崎フェアを中心とした視察で

訪台いたします。 

 近年は、本県の県立高校の修学旅行や研修旅

行として、大宮高校や星雲高校など、数校が台

湾を訪れているということであります。 

 台湾には日本語科もあり、日本語を学んでい

る高校生も多いと聞いております。親日的な台

湾の高校生との交流や、台湾の文化等を学ぶた

めにも、県立高校の台湾への修学旅行や研修旅

行を増やしていく取組が必要と考えますが、教

育長の考えを伺います。 

○教育長（吉村達也君） 本県の高校生が台湾

の若い世代の方々と交流を深めることにより、

将来、本県と台湾の教育や経済など、様々な分

野での協力の礎となることを期待しています。 

 県立高校では、台湾への修学旅行や海外研

修、台湾の高校との姉妹校協定締結による相互

交流などを行っております。 

 また、教育委員会においても、世界とつなが

る高校生海外留学支援事業において、台湾への

留学を支援しております。これらの取組もあ

り、近年、台湾の大学に進学する高校生もおり

ます。 

 台湾直行便が復活し、九州地方知事会におけ

る新生シリコンアイランド九州の実現の動き等

もあることから、引き続き、積極的な海外との

交流を促し、グローバル社会の人材育成に努め

てまいります。 

○川添 博議員 ありがとうございます。そう

いった本県からの台湾訪問と交流事業が、今度

は、台湾の高校生たちに、本県への修学旅行や

語学研修など様々な研修旅行に来ていただくこ

とにつながると思います。 

 そこで、インバウンド対策として、台湾の高

校生の修学旅行などの誘致の取組について、商

工観光労働部長に伺います。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 台湾から

の訪日教育旅行は、新型コロナ５類移行後、

年々回復傾向にあり、児童生徒同士の交流は、

地域間の相互交流や将来の観光誘客につながる

ことが期待されます。 
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 このため県では、台湾からの教育旅行の誘致

と円滑な受入れを図るため、台湾現地で開催さ

れる訪日教育旅行相談会に参加し、学校関係者

等へのセールス活動を行うとともに、台湾の学

校関係者を本県にお招きし、本県の受入れ体制

や、マリンスポーツや農泊など本県ならではの

教育プログラムを体験してもらう取組を行って

おります。 

 今後とも、継続的にセールス活動などに取り

組み、さらなる誘致につなげてまいります。 

○川添 博議員 ありがとうございます。今、

台湾の大手の半導体企業がシリコンアイランド

九州への進出を加速させております。私は、こ

ういった若い人たちの若い頃の印象深い交流の

記憶や経験が、将来的に台湾から本県への企業

誘致につながっていく可能性を秘めていると考

えております。 

 次に、今後、観光客の誘客を増やす取組とし

て、ヘルスツーリズムのコンテンツがございま

す。これは、ヘルスツーリズム振興機構などが

認証するなどして推奨している取組でありま

す。ツアーのメニューに、森林セラピーやヨガ

体験、またトレッキングや健康講座の受講など

があり、様々です。 

 本県は、観光立県として食やスポーツなどを

売りにしてきたわけですが、昨今の健康志向を

踏まえて、新たなヘルスツーリズムのコンテン

ツを加えていくことは、選択肢の奥深さをつく

り、誘客増につながるものと考えます。 

 このヘルスツーリズムの視点を入れた観光誘

客の考え方について、商工観光労働部長に伺い

ます。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 近年、健

康志向が高まる中、旅行を通して心身を癒や

し、健康を回復・増進するヘルスツーリズム

は、今後の成長が期待される取組であります。 

 本県は、豊かな自然や食、恵まれたスポーツ

環境など、ヘルスツーリズムにつながる観光資

源が豊富であり、こうした資源から得られる心

身の癒やしをテーマに、現在、「デトックス・

トリップ宮崎」を展開しているところです。 

 また、サーフィンやゴルフ、サイクリングな

ど、健康増進に寄与するスポーツツーリズムを

進めており、これらの取組は、ヘルスツーリズ

ムの理念を具現化しているものと考えておりま

す。 

 今後とも、多様化する観光ニーズを的確に捉

え、健康の視点も取り入れながら、効果的な観

光誘客に努めてまいります。 

○川添 博議員 ありがとうございます。ぜひ

御検討をお願いいたします。 

 次に、昨今の米問題について伺います。 

 政府が米の価格高騰を受けて、令和３年産の

備蓄米などを随意契約により、５キロで約

2,000円程度の価格で店頭に並べているところ

が報道されております。本県でも一部の店頭で

販売開始されたとの報道もありましたが、多く

のスーパーではまだ十分に届いていないのが現

状でございます。 

 戦後の減反政策の結果、米価は長期低落傾向

となり、小規模農家の稲作は利益が出ず、収益

事業としては成り立っておりません。私の周り

では、米作りをやめた農家も少なくありませ

ん。 

 これから新米が出荷される時期となり、どれ

くらいの量が適正な生産量なのか、そもそも幾

らが適正な出荷価格なのか、市場原理に任せて

解決できる問題ではありません。そして、国の

方針はいまだ示されておりません。また、これ

から生産者側においても、大規模化や効率化な
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どを進めて収益力を強化していく必要があると

思います。 

 そこで、昨今の米の価格高騰を踏まえ、これ

からの水田農業の振興にどのように取り組んで

いくのか、知事の考えを伺います。 

○知事（河野俊嗣君） 本県の水田のうち、水

稲の作付面積は、過去10年間、２万3,000ヘク

タールほどの横ばいで推移しております。その

内訳は、主食用米が年々減少し、飼料用米、加

工用米等が年々増加する、そういう傾向にあり

ました。 

 しかしながら、主食用米の価格高騰を背景

に、本年の主食用米の作付面積は、昨年に比べ

約600ヘクタール増加する見込みとなっており

ます。 

 農業県である本県にとりまして、食料安全保

障の確保の観点から、主食用米の安定した生産

と供給が求められる一方で、全国屈指の畜産

業、焼酎製造業を支える飼料用米や加工用米等

の生産も欠かせないことから、生産基盤の維持

発展を図りながら、バランスのよい米作りを進

めることが重要であると考えております。 

 このため、国の水田政策の見直しに係る動向

や米の需給状況を注視しつつ、水田農業の受皿

となる経営体への農地の集積や、スマート技術

の導入等による生産性向上への取組を推進し、

農業者が希望を持てる、宮崎ならではの水田農

業の確立を図ってまいります。 

○川添 博議員 御答弁ありがとうございま

す。 

非常に難題ではございますが、農業県である本

県の持続可能な長期ビジョンを示していく必要

があると考えます。国の動向を見極めながら、

引き続き議論を加速させていきたいと思いま

す。 

 続きまして、県の東九州新幹線整備について

伺います。 

1973年に整備計画に決定された西九州新幹

線、北陸新幹線、北海道新幹線では、現在も整

備が進められており、本県の東九州新幹線は、

同年に基本計画に位置づけされてはいるもの

の、国では整備計画路線の整備を優先している

こともあり、いまだ進展がないままでございま

す。 

 新幹線整備は長い年月を要する国家プロジェ

クトであるからこそ、県民の理解を深めながら

継続して国への要望を行う必要があり、そのた

めには、県内における機運醸成が重要であると

考えますが、県民の間ではあまり高まっていな

いような感じがいたします。 

 新幹線整備に向けた機運醸成にどのように取

り組んでいくのか、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 議員御指摘の

とおり、国家プロジェクトである新幹線整備の

実現には、県民の理解と熱意が大変重要であ

り、継続して機運醸成に取り組む必要がありま

す。 

 このため、県が事務局を担う宮崎県鉄道整備

促進期成同盟会において、本年度、新幹線が開

業した場合の本県の雇用や観光などへの経済波

及効果の調査を予定しており、県民の皆様に、

より幅広く具体的な形でお示しすることで、新

幹線整備に向けたさらなる議論の活性化に努め

てまいります。 

 また、昨年度に引き続き、県民向けの講演会

を開催するほか、今年３月に決定した東九州新

幹線のロゴマークを活用したＰＲ活動などにも

取り組み、県民の機運醸成を図ってまいりま

す。 

○川添 博議員 ありがとうございます。広く
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県民の関心や理解を深めることができるよう、

しっかりと対応いただきますようお願いいたし

ます。 

 最後に、小学校教諭の勤務における過重労働

について伺います。 

 近年、小学校教諭の応募者が減少してきてお

り、応募倍率が低下してきております。それは

高校や中学校に比べても、特に採用応募者の減

少幅が顕著であります。 

 令和７年度は、とうとう採用予定者数200人

に対して応募者は189人でありました。応募倍

率は何と0.9倍です。ただでさえ教員が足りな

い中で、採用予定者が足りないという危機的な

状況であります。 

 その理由の一つに、勤務の苛酷さが応募する

学生たちに伝わっていることがあるのではない

かと思います。令和６年度では休職者が57名、

そのうち、精神疾患による休職者は33名となっ

ております。 

 中学校では、副担任制が設けられていて、担

任の教諭をサポートする体制があるものの、小

学校においては、なぜか副担任制がないのが現

状であります。スクールサポーター制度が導入

されておりますが、人員的にも少数で、サポー

トするには脆弱であります。 

 教科担任制の導入も検討されているようです

が、教育長に、小学校教諭の過重労働を改善す

る取組について伺います。 

○教育長（吉村達也君） 近年、ＧＩＧＡス

クールや特別支援教育など、複雑化・多様化す

る教育ニーズへの対応により、一人一人が担う

業務が増大しており、アンケート調査の結果か

らも、学習指導や学級経営に悩みを持つ教員が

増えていることを確認しております。 

 これらの現状も踏まえ、教育委員会では、専

門性を生かした一部教科担任制の実施や、ス

クール・サポート・スタッフなど支援員の配

置、校務支援システムの活用などにより、業務

軽減を進めております。 

 小学校教員の志望者が減る中、今後、学級担

任を固定せず複数の教員で分担するチーム担任

制の取組のほか、コミュニティ・スクールの取

組により、学校と家庭・地域のそれぞれの役割

の確認をするなど、市町村教育委員会との連携

の下、実効性ある施策に取り組んでまいりま

す。 

○川添 博議員 ありがとうございます。小学

校教諭の仕事は、私たちが通っていた50年以上

前からあまり変わっていないような気もしま

す。さらに報告物は増え、また保護者への対応

など、多岐にわたる仕事がさらに増えているよ

うに思います。ぜひ綿密に実態調査を行ってい

ただきたいと思います。 

 改善策としては、タブレットを活用して自動

採点を行うなど教員の仕事の効率化や、事務的

な作業をサポートする副担任制、教科担任制、

またチーム担任制などの業務改革の導入を行う

ため、人員増も国に要望していく必要があるか

と思います。小学校の教員が真に働きやすい職

場環境をつくることが、県教委の仕事であると

思います。子供たちの長所や短所と真摯に向き

合うことこそ、人間教育の現場であります。 

 地方の人口減少社会において、子供たちは宮

崎県の貴重な宝であり、人材の宝庫でありま

す。この課題は、単に小学校内部の問題だけで

はなく、宮崎県の未来がかかっている非常に大

事な問題であります。来年度に改定作業を行う

長期計画においても、ぜひ最も重要な指針に掲

げていただきたいと存じます。教育長、どうぞ

対策は新しいフェーズに入って進めていただき
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ますよう心からお願い申し上げます。 

 今回の質問は、防災での避難訓練の実施の促

進や台湾との交流、それから巨人軍のキャン

プ、小学校教諭の負担軽減等を取り上げまし

た。どれも県民の命や宮崎県の未来がかかって

いる喫緊の重要課題でございます。今後も継続

して取り組んでまいりますので、引き続きよろ

しくお願い申し上げます。 

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手） 

○外山 衛議長 以上で午前の質問は終わりま

す。 

 午後は１時再開、休憩いたします。 

   午前11時44分休憩 

 

午後１時０分再開 

○日髙陽一副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 次は、山口俊樹議員。 

○山口俊樹議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。宮崎市選出、自民党の山口俊樹で

す。インターネットで見ていただいている

方々、そして傍聴に足を運んでいただいている

皆様、お時間を割いていただきありがとうござ

います。本日は、宮崎市議会から鈴木議長をは

じめ前田議員、仲間が応援に駆けつけていただ

きました。ありがとうございます。 

本日は、６つの大項目で様々な分野について

質問していきます。 

 まずは、人口減少対策についてです。 

先週、国の人口動態調査の結果が発表され、

宮崎県において、婚姻数や合計特殊出生率につ

いて、目標値と比べて非常に厳しい結果が出ま

した。 

 この結果に対する知事の受け止めと、厳しい

結果を受けて、県が進める子ども・若者プロ

ジェクトの政策や目標に今後どのように取り組

んでいくのか、知事に伺います。 

 以上を壇上からの質問とし、後は質問者席で

行います。（拍手）〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。 

 今回の公表を受けて、本県においても全国に

おいても加速度的に少子化が進行する現状に、

改めて強い危機感を持ったところであります。

本県におきまして、プロジェクトの目標達成が

さらに厳しくなった状況を重く受け止めており

ます。 

 一方、県政のかじ取りを担う私としまして

は、将来世代に対する責任として、今できる限

りの対策を一歩一歩着実に講じていくことも必

要であると考えております。その成果が10年、

20年後に生きてくると、そのように考えており

ます。 

 これまで、少子化対策を進めるに当たり、婚

姻数を増加させることが重要との認識から、プ

ロジェクトでは出逢い・結婚支援を取組の柱の

一つに掲げ、ポジティブなイメージの発信や出

会いの機会の創出などを展開してまいりまし

た。 

 さらに、本年度からは、九州初となります

マッチングアプリの利用料等支援など、これま

で以上に踏み込んだ施策にも取り組み始めたと

ころであります。 

 引き続き、こうした取組を着実に進めるとと

もに、他県における状況や施策の分析等を行っ

た上で、新たな対策も含めて、今後さらに検討

を深めてまいります。以上であります。〔降壇〕 

○山口俊樹議員 強い危機感と目標達成が厳し

くなった状況を重く受け止めると。そして、他
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県の分析とかも行った上で、新しい政策、新た

な対策の検討を進めていきますということでご

ざいました。知事からは今年度の取組について

も言及がありましたけれども、厳しい結果が出

た以上、国の動向を待つのではなくて、県とし

ても新たな取組を早急にどんどん行うことを期

待したいと思います。 

 こうした厳しい結果が続いていますと、長期

的に見たときの人口ビジョンとのずれも気にな

ります。国の人口についても、国立社会保障・

人口問題研究所の人口推計と相当の乖離が出て

きているようですけれども、宮崎県の長期ビ

ジョンでの人口推計と現状との比較について、

どのような認識をしているのか、総合政策部長

に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 現在の総合計

画では、令和２年国勢調査を基に、それまでの

出生や移動等の傾向を踏まえた将来人口を推計

し、令和７年の本県人口を約102万9,000人と見

込んでおりましたが、昨年12月にはこの水準を

下回り、今年５月１日現在、約102万1,000人と

なるなど、推計を上回る速度で人口減少が進ん

でおります。 

 これは、社会動態で、移住等の転入増加によ

る若干の上振れがあった一方、自然動態では、

出生数の減少や死亡数の増加により、年間約

2,000人の下振れが生じたことが要因と考えて

おります。 

 想定以上に少子化が進むなど、推計の前提が

大きく変わってきているため、今年度着手する

総合計画の改定に当たっては、こうした変化を

織り込んだ新たな推計を行うこととしておりま

す。 

○山口俊樹議員 想定より人口減がかなり進ん

でいると。特に自然動態でのインパクトが大き

いということでございました。 

 知事も先日の会見で、人口減少については問

題意識を共有することが大事だといった旨のこ

とをおっしゃっていたように思いますけれど

も、このように今と推計の違いについて、常に

情報発信していくことも、問題意識の共有には

大事なのかなと思います。効果は分かりません

けれども、すぐできることとして、県のホーム

ページには月ごとの人口推計が出ていますの

で、そこに長期ビジョン上の想定人口などを並

べてみて、ちょっと差が分かるようにすると

か、やれることを小さくてもやってみてもいい

んじゃないかなと感じているところです。 

 続いて、これまで一般質問で取り上げてきた

質問の進捗について伺います。 

 まず、宮崎港の分譲地についてでございま

す。 

２年前に30年以上売れ残っている土地として

取り上げて、そこから何とかしたいなという思

いで、昨年は、不動産業者の仲介の導入であっ

たり、分譲以外にも土地の貸付けについても検

討を進める旨の議論をさせていただいておりま

す。 

 そこで伺いますが、宮崎港分譲地の売却状況

と不動産業者の仲介及び貸付けの検討状況につ

いて、県土整備部長に伺います。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 宮崎港分譲地

につきましては、県外の港湾セミナーでのＰＲ

活動や企業への戸別訪問などに取り組み、今年

２月、３年ぶりに１件の売却を行ったところで

す。 

 また、企業からの問合せも増加しており、交

通アクセスがよい、価格が魅力的などのほか、

貸付けであれば利用したいといった前向きな意

見も伺っております。 
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 このため、検討しておりました分譲地の貸付

制度につきましては、要領の改正を行い、今年

７月に導入することとしており、また、売却促

進を目的とした不動産業者による仲介について

も、関係団体と協定を締結し、実施することと

しております。 

 今後とも、企業への積極的なセールス活動を

行い、分譲地の早期売却と利活用に取り組んで

まいります。 

○山口俊樹議員 数年ぶりの売却がありました

よと。さらには、今年の７月から分譲地の貸付

けと仲介についても実施していきますというこ

とでございました。大きな変化を決断、実行い

ただいたというふうに思っております。担当の

皆さんも問題意識の共有をいただいて、土地の

活用に向けた前向きな取組をしていただいてい

ると思います。これからも応援していきますの

で、早期決着をしっかり目指してまいりましょ

う。 

 続いて、県総合運動公園の駐車場についてで

す。 

 私はかねてより、料金の見直しを行って、例

えば野球のキャンプが行われているときなどの

平日は、無料じゃなくて有料にして、歳入確保

をすべきだと主張しています。 

 さらに昨年は、歳入確保の観点から、全庁的

に施設の料金の見直しを主張して、実際に見直

しをかけていただきました。ただ、この全庁的

な料金の見直しの中で、私からするとちょっと

疑問なんですけれども、公園駐車場は見直しが

ありませんでした。 

 キャンプ期間の平日という限られた期間の有

料化でも、概算で数百万単位の収入が得られる

可能性もあるようなんですけれども、県総合運

動公園の駐車場について、利用料金の見直しの

検討状況と今後の在り方について、教育長に伺

います。 

○教育長（吉村達也君） 県総合運動公園の駐

車場の利用料金につきましては、公園全体の利

用促進と収入確保の観点から検討を行っており

ます。 

 具体的には、利用時間に応じた料金徴収を可

能とする自動精算機の導入のほか、平日を含め

た徴収日設定などの検討を行っておりますが、

初期投資費用に加え、公園全体の利用者数やプ

ロスポーツキャンプ等の観客数への影響も勘案

する必要があります。 

 このため、令和９年度からの次期指定管理に

向け、他県の類似施設や民間の駐車場の状況な

ども参考に、引き続き、より効果的な管理運営

について検討してまいります。 

○山口俊樹議員 ありがとうございました。今

の答弁を私が勝手に翻訳すると、いろいろと検

討はしていますよと。ただ、ちょっと影響が大

きいから、令和９年度からの次の指定管理期間

のスタートまで結論は待ってねということだと

思います。実務的に理解できないこともないで

すけれども、昨年からずっと検討している状況

なので、これだけじっくり検討するなら、将来

的には、さすが時間をかけただけあるなという

案が出てくることを期待したいと思います。 

 次は、ふるさと納税についてです。 

これまで宮崎県は、ふるさと納税、もう

ちょっと頑張れるんじゃないかということで質

問して、品数を増やすことなどを知事からも答

弁いただきました。今回は、より安心して寄附

をいただくために、運用面から課題を指摘しま

す。 

 ふるさと納税をされたことがある方なら分か

ると思うんですけれども、自治体に寄附をする
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場合、使い道について一定の指定ができる場合

がほとんどです。例えば、子育て支援に使って

ください、福祉、災害対策に使ってくださいな

どです。 

 宮崎県の場合も同様で、寄附をいただく際

に、災害対策や人材育成など５つほどの中から

使い道を指定できます。当然寄附者は、希望し

た使い道に寄附金が使われることを期待してい

ますし、使われていると信じていると思いま

す。行政側も、使い道を示して寄附をいただい

た以上は、当然希望どおりこうしたことに使い

ましたよと説明ができないといけませんよね。 

 使い道の公表は各自治体でやり方が異なるん

ですけれども、私は少なくとも、まずは説明を

求められれば、こういうものに使っていますと

堂々と説明できる状況に置くことが絶対必要な

ことだと思います。 

 そこでお伺いしますが、宮崎県において、令

和４年度及び５年度のふるさと納税の使途の希

望と、その使い道についての詳細、そして公表

状況について、商工観光労働部長に伺います。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 本県のふ

るさと納税は、県総合計画に沿った寄附金の主

な使い道を示した上で寄附を募り、いただいた

寄附金は、予算上、寄附者が指定した施策の実

施に必要となる一般財源に充当する形を取って

おります。 

 令和４年度の寄附総額は約１億300万円であ

り、「危機管理強化」が約３割、「人口減少問

題」が約２割で、全体の約５割を占めておりま

す。 

 また、令和５年度の寄附総額は約１億1,500

万円であり、「分野を指定しない」が約３割、

「人口減少問題」が約２割で、全体の約５割と

なっているところであります。 

 これまで寄附総額のみを公表しており、議員

御指摘の使い道につきまして、具体的な活用事

業の整理・公表ができていなかったことから、

近日中に公表を行うよう作業を進めているとこ

ろであります。 

○山口俊樹議員 年度によって指定分野の割合

は当然異なってきますけれども、半分くらいは

何かしらの指定があるようです。ただ、公表に

向けた作業は進めているようですけれども、残

念ながら使い道の公表は今現在していません。

さらには、整理ができていない、つまり説明が

できる状況にないということが明らかになりま

した。 

 寄附金は一般財源に入れていますので、違法

なことをしたとか、変なことに使ったというこ

とはないですけれども、現時点では使い道が曖

昧で、寄附者の希望に沿った使い方をしている

と堂々と説明ができないわけです。 

 制度の趣旨を鑑みたときに、私は、これは寄

附者の信頼を裏切る非常に大きな問題だと思っ

ています。これに使わせていただきますよと寄

附を募っているのに、ちゃんと使えているか説

明できませんというのは、寄附した方々はどん

なふうに感じるのかなと、そういう思いです。 

 私自身も県議として２回、決算を審査してお

りますので、この状況を指摘できなかったこと

に対して非常に責任を感じています。本県を信

じて寄附をしてくださった皆様に、申し訳ない

という気持ちでいっぱいでございます。改善を

求めて、改めて、今後は信頼できるふるさと納

税の運用へ、しっかりと監視していきたいと思

います。 

 さて、担当課も少し前から改善に向けて動い

ていただいているということが分かったところ

ではありますが、私としては、非常に強い問題
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意識を持って指摘させていただきました。 

 そこで、知事にお伺いします。ふるさと納税

の使い道を公表しなかったことに対する受け止

めと今後の対応方針について、お考えを伺いま

す。 

○知事（河野俊嗣君） このふるさと納税につ

きましては、寄附者が、お世話になった地方団

体に感謝し、または応援する気持ちを伝えると

いうことに加えて、税の使い道を納税者が自ら

の意思で決めることを可能とする制度であると

認識しております。 

 この制度の趣旨を踏まえますと、議員御指摘

のとおり、寄附をいただいた方にその使途を明

らかにすることは、とても重要なことであると

考えております。 

 現在、担当部署に急ぎ公表するよう指示した

ところでありまして、今後についても、遅滞な

く公表を行ってまいります。 

○山口俊樹議員 担当部署へ指示を出して、今

後は間違いなく改善を図っていきますよという

ことでございます。これまでできていなかった

ということは素直に認めていただいて、しっか

り整理公表して、信頼を取り戻していただきた

いと、どの県よりも透明性の高いふるさと納税

の運用になることを期待して、私もチェックし

ていきたいと思います。 

 続いて、消防についてでございます。 

皆さん消防車と聞くと、実際にサイズはいろ

いろとあるんですけれども、多くの方はかなり

大きな車をイメージされるかと思います。 

 皆さんが思い浮かべる消防車は、普通免許で

は運転できない、大型免許が必要なものです。

じゃ消防士の方々は、みんな大きな消防車を運

転できるのだろうか。当然できるような気がし

ますよね。 

 県内の消防局・本部における消防吏員、つま

り火災や救急の際に現場に出動する職員、平た

く言えば、消防団員ではなく消防士さんでござ

いますけれども、この方々の大型免許の取得状

況と、免許取得に対する公費負担の状況につい

て、危機管理統括監に伺います。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 県内10消防

局・本部における消防吏員の大型自動車免許取

得率は、７消防本部等において80％を超えてお

り、１消防本部が70％、２消防本部が50％未満

という状況であります。 

 消防吏員の免許取得に係る費用は、全ての消

防局・本部において、市町村が全額公費で負担

しております。 

○山口俊樹議員 今回、私の質問に当たって初

めて調べていただきましたけれども、消防士の

方は全員が大型の消防車を運転できるわけでは

ないということのようです。地域によってかな

り差があります。 

 ちなみに、宮崎市は約81％、一番取得率が高

いのが都城市で100％、一番低いのが串間市や

西諸で約47％です。保有している消防車の数と

かサイズもありますので、必ずしも全員が大型

免許を取得する必要はないという考えもあるそ

うですし、免許取得率の高い低いがすぐに消防

の体制に影響を与えるものではないという状況

のようですけれども、免許取得の費用が市町村

負担となっているので、自治体の財政状況など

で取得率に影響があるんじゃないかなと心配に

なります。消防は県内全ての地域で必要な業務

ですので、県としても支援する意義はあるので

はないかと感じたところです。 

 そこで、消防吏員における大型、さらには国

の消防庁も取得を進める動きのある準中型自動

車免許の取得を支援するため、県として対策を
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検討する考えはないか、危機管理統括監に伺い

ます。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 御指摘のと

おり、免許取得率に違いはありますけれども、

各消防本部における消防車両の運用体制につき

ましては、所管する市町村において、それぞれ

の地域の実情に応じた種別ごとの車両配備を行

うとともに、将来的な人事ローテーションも勘

案し、大型自動車免許取得の助成を行うなど、

必要な人員体制を整備しており、現在のところ

支障はないと伺っております。 

 県としましては、市町村の御意見を伺いなが

ら、それぞれの役割分担を踏まえ、県内の消防

体制の充実のため、どのような対策が必要か研

究してまいります。 

○山口俊樹議員 研究してまいりますというこ

とで、少々時間がかかるかなという印象を持ち

ました。県内どこに住んでいても、安心できる

消防体制をつくるという目的は共有できている

と思いますので、今回初めて免許取得について

調べてもらって数字が出ましたから、新たな問

題提起として捉えていただければと思います。 

 続いて、障がい児・障がい者入居施設につい

て取り上げます。 

 福祉に関して個人的に調査していく中で、障

がい児・者入居施設の老朽化の課題が気になり

まして、先日、幾つかの事業所を見学させてい

ただきました。どことは申し上げませんが、ど

の施設も築年数が非常に経過していて、入居者

の方も職員の方も、ハード面、建物で様々な苦

労があることを目の当たりにしたところです。 

 そこでまず、本県における障がい者及び障が

い児の入居施設の事業所数や築年数などの概要

について、福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 本県の障がい

者及び障がい児の入所施設につきましては、令

和７年４月１日時点における事業所数が34事業

所で、定員の合計は1,773名となっておりま

す。 

 そのうち、築年数が30年以上の施設を有する

事業所が21事業所で全体の62％、築年数が50年

以上の施設を有する事業所が４事業所で全体の

12％となっております。 

○山口俊樹議員 ６割以上が築30年を超えてい

て、さらに50年以上の事業所も12％あるという

ことでした。 

 障がい者・障がい児への対応も時代とともに

当然変化していて、個室が必要だったり、入居

者の高齢化に伴うバリアフリー化が必要だった

りするということは、皆さんも想像できるかな

と思います。 

 また、宮崎県も障がい福祉計画とか障がい福

祉に関する計画が幾つかあるんですけれども、

この中には、施設の老朽化に伴う福祉サービス

への影響、ハード面での課題というものは、明

確には記載されていないんです。 

 そこで、施設の老朽化が入居支援に与える影

響について、県はどのように認識しているか、

福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 入所施設で

は、重度の障がいや強度行動障がいの方などに

対応するための個室化が求められております

が、築年数の経過した施設においては相部屋が

多く、多様化・複雑化する入所支援のニーズを

十分に満たせていない状況も見られます。 

 特に、障がい児の入所施設においては、でき

るだけ家庭に近い形で養育されるよう、現状の

施設形態では対応できないケア単位の小規模化

が必要と考えております。 

 今後、老朽化が進むことにより、施設の利用
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者や職員の身体的・精神的な負担が増すことも

想定されますので、質の高いサービス提供や効

率的な事業運営の観点からも、老朽化への対策

が必要になってくるものと認識しております。 

○山口俊樹議員 老朽化への対策が必要となっ

てくると認識していますよという答弁をいただ

きました。行政の計画上には、なかなか言葉と

して出てきていないんですけれども、今回、課

題として老朽化対策を共有することができたと

いうのは、大事な一歩だなと思っております。 

 じゃどうやって対策をしていくのか。国の動

きを見ていると、障がいのある人たちも、入居

施設だけではなく、できるだけ地域で生活でき

るようにという流れをつくろうとしているよう

です。これはこれとして非常に大事なことだと

思いますし、しっかり進めてほしいのですが、

今回いろいろと見せていただいて感じたのは、

入居施設が必要な人も絶対にいるだろうなとい

うことでございます。 

 本当に何十年も入居されている方や、特性

上、入居施設での支援がその人の生活の安定に

つながっている、そのような実態があるんです

よね。入居施設が一定の質を担保して持続して

いくことは、社会にとって必要なことだと思い

ますし、そのために施設の建て替えなどが必要

ならば、行政としても支援すべき対象だと私は

思います。 

 そこでお伺いします。老朽化への対策が必要

なことは共有していただきましたけれども、施

設の建て替えなど入居施設が抱える課題に対し

て、今後、県としてどのように対応していくの

か、福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 障がいのある

なしによって分け隔てられることなく、地域で

共に生きる社会づくりを実現していくため、居

住の場としてのグループホームの充実を図ると

ともに、日中の活動や訓練の場といった障害福

祉サービスの推進など、支援体制づくりに取り

組んでいくことにより、入所から地域生活への

移行を進めることが重要と考えております。 

 一方、入所施設における支援が必要な利用者

もいらっしゃいますので、県といたしまして

は、入所施設を持続可能なものとするために、

利用者や施設関係者、市町村との意見交換等の

場において、整備や改修の在り方をテーマとし

てしっかりと議論し、支援につなげてまいりた

いと考えております。 

○山口俊樹議員 関係者との意見交換等の場

で、整備や改修の在り方をテーマにして支援に

つなげていきたいということでございます。具

体的にテーマに掲げますよと言っていただいた

のは、非常にありがたいなと感じたところで

す。施設の老朽化の状況を見ていると、対策を

しておかないと、あるとき急に福祉サービスが

提供できないといったような状況になる可能性

も否定はできないかなと感じますので、丁寧な

議論と支援へつなげる動きをお願いいたしま

す。 

 続いて、本県の諸問題ということで、様々な

分野のことを少ない問数で取り上げていきま

す。 

 まず、工業用水についてでございます。 

企業局が日向市で工業用水の事業を展開して

おりますが、調べてみたところ、長年にわたり

―20年以上ですか―料金の改定が行われて

いない状況のようです。昨今の社会情勢を鑑み

ると、ちょっと違和感を感じるところもあるの

で伺います。 

 工業用水の給水料金は長年にわたって改定さ

れていないようですけれども、今後の料金改定
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の見通しについて、企業局の考えを企業局長に

伺います。 

○企業局長（松浦直康君） 県では、日向市の

細島工業団地に工業用水を供給するため、昭和

39年に事業を開始し、現在、16社に供給してお

ります。 

 料金につきましては、給水に必要な費用等か

ら算定する総括原価方式を採用しておりまし

て、直近では、平成13年４月に１立方メートル

当たり10.4円に改定しておりますが、それ以

降、大きな改修等もなかったことから、料金を

維持しているところであります。 

 しかしながら、事業開始から60年以上が経過

し、老朽化に伴う改修などにより、今後、大幅

な費用の増加が見込まれるところであります。 

 このため、現在、施設の更新計画等の検討を

しているところでありまして、受水企業へ丁寧

な説明を行いながら料金値上げについても検討

し、見通しを立てていくこととしております。 

○山口俊樹議員 施設の更新が必要になってく

る時期でもあるので、料金の値上げについても

検討しますということでございました。企業誘

致の観点とか様々な要素もあろうかと思います

が、個人的には水も県民の大事な資産かなと思

いますので、きちんとした料金体系での運用を

お願いしたいと思います。 

 続いて、道路についてでございます。 

ふだん皆さんが使っている道路、この中の県

道と国道の維持管理については、道路舗装個別

施設計画というもので方針が定められているん

ですけれども、この計画は今年度が最終年度で

ございます。 

 そこで、今年度が最終年度となっている道路

舗装個別施設計画の今後の取扱いについて、県

土整備部長に伺います。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 道路舗装個別

施設計画は、交通量や道路の損傷状態を踏ま

え、効率的かつ効果的な舗装の維持管理を行う

ため、平成27年３月に策定しております。 

 議員御指摘のとおり、現行の計画は、令和７

年度が最終年度となることから、路面のひび割

れやわだち掘れなどを調査し、舗装の健全性の

診断を行った上で、今年度、計画を改定するこ

ととしております。 

○山口俊樹議員 ひび割れとかの調査をして、

今年度改定しますよということで、計画そのも

のは残っていくということが分かりました。 

現在の計画には、道路の健全性の基準などの

ほかに、新技術の活用についても検討を進めま

すといった旨の記載がございます。 

 そこで、現在の計画に記載されている新技術

やコンクリート舗装の活用について、改定予定

の次期計画ではどのように反映していくのか、

県土整備部長に伺います。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 現行の道路舗

装個別施設計画では、ライフサイクルコストの

低減を目的として、新技術やコンクリート舗装

の活用を検討することとしております。 

 近年、舗装の材料や工法の開発が進められて

おり、このうちコンクリート舗装については、

耐久性が高く長寿命であることに加え、騒音や

振動を抑える工法が導入されております。 

 このため、計画の改定に当たっては、有識者

や関係団体から意見を伺うなど、幅広く最新の

情報を収集した上で、新技術やコンクリート舗

装について活用の考え方を示し、参考となる施

工事例などを記載する予定です。 

○山口俊樹議員 有識者や関係団体に意見を聞

いて、活用の考えや事例を計画に示していきま

すということでございました。技術は常に進歩
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していると思いますので、関係団体の皆さんか

らしっかり話を聞いていただいて、計画への反

映をよろしくお願いいたします。 

 続いて、狂犬病予防について伺います。 

皆さん、４月から６月は狂犬病予防注射月間

であることは御存じでしょうか。私は犬ではな

くて猫を飼っているので、対象の飼い主ではな

いんですけれども、狂犬病予防注射は、法律上

しないといけないですし、罰則もあるものなん

です。 

 そこでお伺いしたいと思います。宮崎県にお

ける犬の登録頭数と予防注射登録頭数―つま

り注射をしたよという登録の頭数の差の現状、

及び未注射による罰則の適用状況を、福祉保健

部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 令和６年度末

の犬の登録頭数は５万3,843頭、狂犬病予防注

射頭数は４万422頭であり、その差は１万3,421

頭、注射率は75.1％となっております。 

 登録頭数は平成15年の６万9,130頭をピーク

に減少傾向であり、注射率は近年、おおむね７

割で推移しております。 

 また、狂犬病予防法第27条に基づく未注射に

よる罰則の適用状況については、犬の登録や予

防注射の事務が都道府県から市町村に移譲され

た平成12年以降、適用された事例は把握してお

りません。 

○山口俊樹議員 令和６年度末が75％、例年大

体７割ぐらい注射をしているようです。罰則適

用はほとんどされていないということですが、

本当は法律上、注射しないといけないので、飼

い主としての責任を果たしていただきたいなと

思います。 

 狂犬病予防注射率は約７割にとどまっている

ようですけれども、この現状をどう捉え、注射

率向上のために今後どのように対応していくの

か、福祉保健部長に伺います。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 狂犬病は、全

世界で毎年５万人以上が死亡している人獣共通

感染症であります。アジアでは、主に犬にかま

れることで感染するため、予防注射が非常に重

要となっております。 

 現状としましては、ＷＨＯが推奨する狂犬病

の蔓延防止のために必要な70％以上の注射率を

維持していますが、県としましては、予防注射

は法令義務であり、注射率を高める必要がある

と考えております。 

 このため、狂犬病予防注射月間などにおい

て、市町村や獣医師会と連携して集合注射を実

施するとともに、テレビ、ラジオ、新聞など

様々な媒体で、飼い主に対して予防注射の必要

性を強く啓発してまいります。 

○山口俊樹議員 世界では毎年５万人以上が亡

くなっているということで、軽く見てはいけな

いんだなということだと思います。 

 ここ何年も７割程度に注射率がとどまってい

ますから、個人的には、何年も続けて未注射の

飼い主さんには強めに警告を行うとか、めり張

りのある対応があってもいいのかなと思ってお

ります。ただ、実際に注射の事務を行っている

のは市町村ということで、連携が大事というこ

とでございます。 

 本日は、先ほど申したとおり、傍聴席に市議

の方もお越しですので、課題を共有して一緒に

取り組んでいきたいと思います。 

 続いて、この項目最後となります。行政のデ

ジタル化についてでございます。 

 ガバメントクラウドというものがございまし

て、物すごく簡単に言うと、今、国とそれぞれ

の自治体のシステムのスペック、仕様を統一し
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て共同で使っていきましょうということなんで

すが、このガバメントクラウドにシステムを変

える期限が今年度までとなっております。 

 全国の自治体が同時にシステム移行に向けて

動いていて、移行作業の進捗が国のホームペー

ジで公開されているんですが、今年度が移行期

限の中、宮崎県の進捗が今３割ぐらいなんで

す。ちょっと心配ですね。 

 ガバメントクラウドへの移行について、本県

の進捗は３割程度のようですけれども、今後の

見通しについて、総合政策部長に伺います。 

○総合政策部長（川北正文君） 国が示してい

るガバメントクラウドに移行すべき住民サービ

スに関する主要な20のシステムのうち、県の所

管は、生活保護と児童扶養手当の２つでありま

す。 

 現在、所管課において移行作業を進めており

ますが、システム事業者が全国的に多数の自治

体を担当しているため、必要な人員が不足し、

国が示した令和７年度末までの移行が困難な状

況になっております。 

 また、全国的にも、現時点で554自治体、約

3,000のシステムが移行困難となっていること

から、国はこれらのシステムについて、令和12

年度まで移行費用を含め支援することとしてお

ります。 

 移行時期につきましては、生活保護は令和８

年度中、児童扶養手当はシステム事業者と調整

中であり、支援期間内の移行に向け、計画的に

作業を進めてまいります。 

○山口俊樹議員 県が移行するシステムは２つ

あると。システム事業者の関係で、今年度の移

行は２つとも無理ということです。 

 全国的に遅れているようですし、遅れたこと

によるペナルティーはないようです。また、県

が悪いわけではなくて、システム事業者が多忙

で、向こうの問題によるものということも非常

に大きいと聞いております。影響はないという

ことで一安心するところではあるんですが、特

に移行時期が決まっていない児童扶養手当のシ

ステムについては、調整をしっかりお願いした

いと思います。 

 続いて、高等学校について伺います。 

まず、直近の事柄でございますけれども、県

内の高校生による大麻所持事件が起こって、県

民の関心を集めていますけれども、県教育委員

会として今後どのように対応していくのか、教

育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 県内高校生の逮捕の

報道を受け、県教育委員会では、県立学校及び

市町村立学校に対し、薬物乱用防止の取組の強

化やスクールカウンセラー等による相談体制の

確認などを通知しております。 

 今後さらに、薬物についての正しい理解を促

すチラシを全児童生徒へ配布するとともに、警

察等と連携した薬物乱用防止教室の実施に加

え、保健の授業をはじめ、全校集会やホーム

ルームなど、あらゆる機会を捉え指導を行うよ

う、改めて通知してまいります。 

○山口俊樹議員 既にいろんな通知は出してい

るんだけれども、取組として、薬物についての

理解を促すチラシの全児童生徒への配布などを

行っていくということでございます。既に蔓延

しているんじゃないかという心配の声も聞こえ

てくるところですので、早急な対応をよろしく

お願いいたします。 

 さて、ここから改めて、特に県立高校の在り

方についての議論に入ります。 

 県立高校関係では、ここ１か月ほどでしょう

か、入試におけるデジタル技術を活用した併願
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制の導入の議論が出ています。メリット、デメ

リットあるようですけれども、県立高校入試の

実務を担うのは県ですので、県の考え方を確認

します。 

 現在、国において議論が始まっている県立高

校入試における併願制の宮崎県の考え方、そし

て入試の在り方の検討体制、どこで議論をする

かということについて、教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 本県の県立高校入試

では、例えば宮崎西高校の理数科と他校の普通

科との併願や、同一校内での複数学科の併願な

どに加え、自己推薦制の導入による受検機会の

拡大も行っております。 

 また、国においては、志望順位と入試点数な

どに基づいて自動的に合格先を割り振る、いわ

ゆるデジタル併願制が議論されておりますが、

学校の序列化のおそれがあるなどの声もありま

す。 

 教育委員会におきましては、庁内ワーキング

グループを設置し、これまでも併願制の拡充な

ど高校入試改善に向け検討を行っており、今後

とも、国の議論を踏まえ、本県の実情に合った

併願制の在り方について引き続き検討を行って

まいります。 

○山口俊樹議員 本県では一部併願制が既にあ

るけれども、国で議論されているデジタル併願

制については、まだまだ議論がスタートしたば

かりなので、いろんな考え方がありますよと。

ただ、教育委員会のワーキンググループという

もので、併願制の在り方などについて検討して

いきますということでございました。大きな変

化になると思いますので、生徒の可能性を広げ

るという観点を基本に、前向きな議論をお願い

したいと思います。 

 このデジタル併願制などを活用するとなる

と、入試の出願から合格発表、場合によっては

入学金などの支払いなども含めて、一連の事務

をデジタルで行っていくことが想定されます。 

 以前より私は、膨大な作業を要求される今の

紙での出願をＷｅｂ出願へと変えるべきだと質

問して、検討していきますよという旨の答弁を

いただいていますが、いよいよ世の中もそうし

た流れになってきたなというところです。 

 そこで、県立高校入試のＷｅｂ出願につい

て、他県の導入状況と本県の取組の進捗状況を

教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 公立高校入試におけ

るＷｅｂ出願につきましては、文部科学省によ

る状況調査に基づき確認したところ、令和７年

度入試において、17の都道府県で導入されてお

ります。 

 財源確保や既存システムとの連携等に課題は

ありますが、受検者の利便性向上や教職員の働

き方改革につながることから、鋭意検討してま

いります。 

○山口俊樹議員 鋭意検討ということで、やり

たい気持ちはあるんだよなというふうに理解し

たいと思います。初期費用と維持費用がそれな

りにかかるようですけれども、既に17の都道府

県で導入されていて、今後も増えていくことが

想定されますし、保護者だけじゃなくて職員の

負担軽減とか残業代削減等の観点からも、十分

に導入意義があるんじゃないかなと私は思いま

すので、早期導入へと引き続きの努力をお願い

したいと思います。これは今後も追っていきた

いと思います。 

 続いて、今回強く取り上げたかった案件で

す。 

皆さんは１人１社制というものを御存じで

しょうか。これは簡単に言うと、高卒での就職
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を目指す際、応募解禁日から一定期間は、生徒

が就職活動中に応募できる企業を原則として１

社に制限するという制度です。要は、最初は１

社しか受けちゃ駄目よと言われちゃうというこ

とです。 

 就職活動が早く終わって勉強とかに集中でき

るというメリットはあるんですけれども、行っ

てみたい、興味がある企業を受ける、応募する

ことすらできないという状況もあるわけです。

これは法律じゃなくて、いわゆる慣行、申合せ

みたいなものということなんですね。 

 国の有識者会議などからは、こうした１人１

社制の見直しを検討するようにとの報告書が出

ていて、見直し始めている都道府県も出ていま

す。 

 そこでまず、宮崎県の状況を確認します。高

卒採用における１人１社制について、国等では

見直しの議論があるようですが、本県の状況と

ルール決定のプロセスについて、教育長に伺い

ます。 

○教育長（吉村達也君） 本県において、高校

卒業予定者の就職応募につきましては、９月30

日までは１人が１社のみの応募、10月１日以降

は、１人が２社までの応募を可能としておりま

す。 

 １人１社制を含む就職活動に関するルールに

つきましては、県立及び私立高校の校長協会、

宮崎労働局や県の関係部局、宮崎県経営者協会

や商工３団体で構成する宮崎県高等学校就職問

題検討会議において、毎年３月に翌年の卒業予

定者を対象に決定されます。 

○山口俊樹議員 宮崎県では10月から２社応募

できるけれども、１人１社制を基本的に導入し

ているということでございます。ルールは、学

校、労働局、県、そして経済団体で毎年３月に

決めていますということでした。国とかが決め

ているわけじゃないので、宮崎県の判断でいろ

いろと変更していくことも可能だなと感じたと

ころです。 

 では、見直しを検討すべきだという報告も出

ている中、どんな議論をしてきたのか、他県は

どんな状況にあるのかということを確認したい

と思います。１人１社制の見直しについて、他

県の状況を含め、県はどのように認識し、どん

な議論をしてきたのか、教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 令和２年に国のワー

キングチームより、１人１社制について、労働

市場の動向や早期離職の原因の分析等を行い、

毎年度、必要な見直しを行うよう提言されてお

ります。 

 なお、全国では５つの府県が、応募数の上限

や県内企業のみ可能とするなどの制限を設けた

上で、応募開始当初から複数応募としておりま

す。 

 本県では、学校や企業のアンケート、国の提

言等を基に協議を行ってきました。学校から

は、学業と就職活動の両立が困難になる、企業

からは、応募が大手企業に偏り、中小企業への

人材確保が難しくなる、宮崎労働局からは、国

の提言を踏まえた見直しの検討が必要であると

の意見があったことから、応募開始当初は１人

１社制を維持しつつ、令和３年度から、複数応

募の開始時期を１か月前倒しして10月１日から

としております。 

○山口俊樹議員 複数応募の時期を早めるなど

の対応をしてきていますということでした。ま

た、それぞれ細かなルールは違うようですけれ

ども、全国では５つの府県が１人１社制を変更

しているということです。宮崎県のルールを決

める会議でも、それぞれの立場で意見があっ
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て、見直しが必要だという意見もあるというこ

とでした。 

 私は、これからも人手不足が続いていく傾向

ですし、若者に自分の人生を自分で決める主体

性を育む、そしてさらには、地元企業を多く知

れたり、就職先とのミスマッチを防ぐなどのメ

リットもあるので、１人１社制、細かなルール

は宮崎県の状況に合わせて修正するにせよ、見

直しをしていく時期かなと感じています。 

 そこで、今回の１人１社制の議論を踏まえ

て、知事にお伺いします。若者の雇用促進や地

元で働く環境を確保するといった観点から、高

校生の１人１社制の見直しに対する知事の見解

を伺います。 

○知事（河野俊嗣君） 先ほどの教育長の答弁

にもありましたとおり、本県の１人１社制につ

きましては、関係者による協議の下、一部見直

しが行われつつも、これまで普及・定着してき

たものであります。 

 一方で、メリット、デメリットがそれぞれあ

り、国の提言や他県の状況に加え、本県の民間

企業でも、応募開始当初から複数応募を希望す

る声が次第に大きくなっている状況にありま

す。 

 社会情勢や労働市場が刻々と変化する中、高

校生の県内就職率が徐々に上昇していること

や、早期離職の問題等も踏まえ、この制度が単

なる慣行として取り扱われることがないよう、

今後とも十分な協議・検証を行い、本県の高校

生や企業にとって、より望ましい制度となるよ

う、常に検証を行いながら、議論しながら検討

すべきものと考えております。 

○山口俊樹議員 単なる慣行として取り扱われ

ないように、より望ましい制度に向けて、検証

等を繰り返しながら検討していくべきだという

ことでございました。本当に見直しをするかと

いうことについては議論の余地があるかと思い

ますが、常によりよい形を目指すべきだという

前向きな答弁だったんじゃないかなと思ってお

ります。 

 じゃ検討を進めましょうよとなるわけです

が、このルールを決める県高等学校就職問題検

討会議は、実は年１回―３月に１回しか開か

れていません。また、学校の意見、つまり先生

たちの意見を聞く仕組みはあるようなんですけ

れども、当事者である生徒の意見を聞く、例え

ば就職活動を終えてのアンケートとかはまだ

やっていないようです。こんな状態だと検討は

進みませんよね。 

 １人１社制の見直しに当たって、県高等学校

就職問題検討会議の回数を増やすほか、生徒へ

のアンケートを行うなど、検討に向けた体制の

充実を図るべきだと思いますが、県の考えを教

育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） １人１社制につきま

しては、さらに議論を深めていく必要があると

認識しておりますので、複数応募に関する高校

生へのアンケート実施につきましては、教育委

員会において鋭意検討いたします。 

 また、検討会議の回数等につきましては、関

係機関等に対しまして提案していきたいと考え

ております。 

○山口俊樹議員 鋭意検討します、提案します

ということで、前向きな気持ちは伝わりました

けれども、会議を増やすために年１回の会議に

諮りますということだと、会議が増えたりする

のは来年度以降になってしまうので、そんなこ

とにならないように、早急な対応をお願いした

いなと思います。今年からアンケートは取りま

しょう。ぜひよろしくお願いいたします。 
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 続いて、授業料についてでございます。 

私立高校の授業料無償化の拡大などの話題が

出ており、いいか悪いかは別にして、公立と私

立が切磋琢磨していく環境になりつつあります

が、そもそも公立高校の授業料というのは何に

対して払っているのか分かりますでしょうか。 

 私立高校と公立高校の授業料といっても、結

構な差が実情はあるところです。人件費なの

か、施設の利用料なのか、いろんなシステムの

更新料なのか、そうしたものを積み上げたもの

なのか、ちょっと分からないので聞いてみたい

と思います。 

 県立高校の授業料の積算の内訳と改定状況に

ついて、教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 県立高校全日制の授

業料は、平成19年度に示された国の地方財政計

画及び地方交付税の単位費用の算定基礎数値と

同額の年額11万8,800円に平成21年度以降設定

しており、他の都道府県の授業料も、現在一律

この額で設定されております。 

 また、国が平成25年度から高校授業料の負担

軽減策として実施している就学支援金制度にお

いても、国の支給上限が都道府県の授業料額と

同じ11万8,800円であることから、保護者の自

己負担が生じないよう、授業料の引上げを行っ

ていないところであります。 

○山口俊樹議員 授業料は11万8,800円という

ことでしたけれども、内訳については明確な答

弁はありませんでした。国の就学支援金制度の

授業料と同じということです。 

 実は、授業料は県の条例で決めていますの

で、本来ならきちんと説明できるのが筋だと思

いますし、昨今、人件費が上がっている中、何

で10年以上も据置きで授業料が維持できている

のかなと、ちょっと不思議に個人的には感じた

ところです。また、聞いたところによると、授

業料の定義、何を授業料として請求していいの

かということも、なかなか明確にはできないと

いうことでございました。 

 私は、授業料を上げて保護者に負担させろと

言っているわけじゃなくて、国において高等学

校の授業料無償化のほうを進めていくというこ

とであれば、学校運営に必要な授業料を算出し

て、国にちゃんと下さいと要望すべきだと思っ

ています。じゃないと、受益者と行政とでバラ

ンスを取った形での持続可能な学校運営ができ

ないんじゃないかというふうな課題を感じてい

るところです。 

 でも、その必要な授業料、どれだけ学校運営

に授業料が必要なのかということをそもそも算

出できていないところが、今回の質問の中で明

らかになってきたんじゃないかなと思います。 

 そこでまず、適正な授業料を算出していくた

めに、今は県立高校全体での収支しか表には出

ておりませんので、基礎データとして学校ごと

の収支状況を把握すべきだと思います。 

 そこで、県立高校は、学校ごとに運営に必要

なコストや収入を把握して学校運営に当たるべ

きだと思いますが、県の見解を教育長に伺いま

す。 

○教育長（吉村達也君） 限られた財源の中

で、生徒数の減少や高校授業料の無償化など社

会情勢の変化に対応し、各学校において、生徒

や保護者、地域が求める教育を将来にわたり確

実に提供していくためには、学校の望ましい規

模や教員の配置等についても、不断の見直しが

必要であります。 

 このような認識の下、教育委員会におきまし

ては、昨年度改定した宮崎県立高等学校教育整

備基本方針に基づき、教育の質や各学校の魅力
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向上に向け、よりスピード感を持って検討して

いくこととしております。 

 また、学校運営に関し、コスト意識を持つこ

とは大切でありますので、学校の規模等の検討

に当たっては、収支バランスの視点も必要であ

ると考えております。 

○山口俊樹議員 収支バランスの視点も大事だ

というふうな答弁をいただきました。実質的に

は、学校ごとの収支を出していくのは、すぐす

ぐは難しいですよというような印象も受けまし

たが、ぜひこれは基礎データとしてやっていた

だきたいなと思っております。 

 授業料を自ら定めることができる私立と、自

らの授業料の内訳も分からなくて、授業料も国

の制度に従っている公立では、適正な競争がで

きる環境にないんじゃないかなと私は感じてい

るので、公立高校も自分たちの運営状況を積極

的に把握する努力をしていただきたいと思って

おります。この件は今後も議論していきたいと

思います。 

 さて、魅力ある学校という観点では、教育内

容はもちろんですけれども、分かりやすいのが

建物ですよね。新しいと何か行きたいなと思っ

たりとか、すごく最先端の、とても授業がしや

すい環境、授業を受けやすい環境というのは、

とても大事だと思います。県立高校はなかなか

歴史を感じるものが非常に多くて、そろそろ建

て替えの議論が起きてもおかしくないんじゃな

いかなと個人的には思っているところです。 

 そこで、県立学校施設の築年数の現状と建て

替えの考え方について、教育長に伺います。 

○教育長（吉村達也君） 県立学校の施設につ

きましては、令和７年４月現在、建物の全体面

積の約82％が30年以上経過しており、今後、順

次老朽化対策が必要となります。 

 このため、宮崎県公共施設等総合管理計画に

基づき策定された個別施設計画を踏まえ、計画

的に、校舎の外壁や屋根防水を改修するなど、

安全性や耐久性、機能性を高めて建物の長寿命

化を図っており、その目標使用年数は80年と

なっております。 

 なお、80年を超過する建物については、解体

や建て替え等を検討していくことになります。 

○山口俊樹議員 築30年以上が大半となってい

るようで、そろそろ建て替えなのかなと個人的

には思っていたんですけれども、何と80年使う

予定となっているということです。この80年使

いますよという話は個別施設計画にあるような

んですけれども、この計画は公開されていない

ので、私も初めて知りました。 

長寿命化とはいえ、80年使うというのは、議

論の余地があるんじゃないかなと思います。建

物として使えるかもしれないとはいえ、魅力あ

る教育環境として適切なのかという視点は、議

論において必要なんじゃないかなと感じます。 

 今回、初の情報もあったので、今後の在り方

については、私ももう一度じっくり考えて、今

後の議論に臨みたいと思います。 

 今回用意した質問は以上でございます。県政

の課題をしっかりと指摘するとともに、質問に

よって県政を具体的に動かすということに引き

続きこだわっていく決意を改めて申し上げ、私

の質問の全てを終わります。ありがとうござい

ました。（拍手） 

○日髙陽一副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。 

 明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。 

 本日はこれで散会いたします。 

   午後１時54分散会 
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